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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期

決算年月 平成16年１月 平成17年１月 平成18年１月 平成19年１月 平成20年１月

売上高　　　　　 （百万円） 128,374 140,079 136,776 118,669 103,191

経常利益　　　　 （百万円） 7,842 9,127 6,775 5,043 866

当期純利益　　　 （百万円） 4,242 5,342 3,899 2,567 43

純資産額　　　　 （百万円） 20,313 35,374 38,038 39,397 38,009

総資産額　　　　 （百万円） 79,728 89,277 99,047 113,089 131,456

１株当たり純資産額　 （円） 1,328.93 1,315.92 1,414.09 1,464.11 1,411.72

１株当たり当期純利益 （円） 272.55 205.82 144.57 95.46 1.60

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益　　　　　 （円）
－ 204.85 144.33 95.40 1.60

自己資本比率　　　　 （％） 25.5 39.6 38.4 34.8 28.9

自己資本利益率　　　 （％） 23.1 19.2 10.6 6.6 0.1

株価収益率　　　　　 （倍） 12.44 12.51 13.83 19.80 555.00

営業活動によるキャッシュ・

フロー　　　　　 （百万円）
3,889 △5,123 △10,026 △11,272 △19,915

投資活動によるキャッシュ・

フロー　　　　　 （百万円）
△1,100 △344 △1,922 △1,244 △1,713

財務活動によるキャッシュ・

フロー　　　　　 （百万円）
△187 3,885 9,567 11,089 22,436

現金及び現金同等物の期末

残高　　　　　　 （百万円）
11,407 9,824 7,443 6,016 6,822

従業員数　　　　　　 （人） 541 605 675 666 646

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第53期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

３．第56期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

　平成17年12月９日）を適用しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期

決算年月 平成16年１月 平成17年１月 平成18年１月 平成19年１月 平成20年１月

売上高　　　　　 （百万円） 128,235 139,303 135,701 117,264 99,616

経常利益　　　　 （百万円） 7,786 9,023 6,700 5,393 1,315

当期純利益　　　 （百万円） 4,213 5,283 3,854 2,715 268

持分法を適用した場合の投資

利益　　　　　　 （百万円）
－ － － － －

資本金　　　　　 （百万円） 2,291 7,740 7,782 7,798 7,809

発行済株式総数　　 （千株） 15,195 26,836 26,897 26,921 26,937

純資産額　　　　 （百万円） 20,285 35,288 37,906 39,413 38,250

総資産額　　　　 （百万円） 78,965 88,925 98,371 112,225 128,558

１株当たり純資産額　 （円） 1,327.06 1,312.70 1,409.19 1,464.71 1,420.68

１株当たり配当額

（内１株当たり中間配当額）

　　　　　　　　　　 （円）

50.00

(21.00)

54.00

(30.00)

46.00

(23.00)

46.00

(23.00)

40.00

(20.00)

１株当たり当期純利益 （円） 270.66 203.55 142.88 100.95 9.97

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益　　　　　 （円）
－ 202.60 142.65 100.88 9.96

自己資本比率　　　　 （％） 25.7 39.7 38.5 35.1 29.8

自己資本利益率　　　 （％） 23.0 19.0 10.5 7.0 0.7

株価収益率　　　　　 （倍） 12.52 12.65 13.99 18.72 89.07

配当性向　　　　　　 （％） 18.5 26.5 32.2 45.6 401.2

従業員数　　　　　 　（人） 503 558 597 515 527

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第53期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

３．第54期は、公募増資等により2,415,600株の新株式を発行いたしました。また、平成16年３月19日付をもって普

通株式１株を1.2株に、同年９月16日付をもって普通株式１株を1.3株に株式分割しております。なお、第54期の

１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、株式分割が期首に行われたも

のとして計算しております。

４．第56期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

　平成17年12月９日）を適用しております。
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２【沿革】

年月 事項

昭和26年３月 埼玉県浦和市（現さいたま市）常盤に株式会社地建として設立

昭和48年４月 埼玉県朝霞市栄町に本社移転

昭和48年11月 株式会社日本住托産業に商号変更

昭和51年12月 飯田建設工業株式会社（現　一建設株式会社）が株式を取得し、同社の子会社となる

東京都練馬区関町北に本社移転、商号を株式会社東栄住宅に変更

昭和54年１月 宅地建物取引業者免許取得（東京都知事（１）第３５７６５号）

昭和56年12月 東京都東村山市栄町に本社を移転

昭和57年11月 一般建設業許可取得（東京都知事許可（般－５７）第６５２７８号）

昭和62年７月 宅地建物取引業者免許を建設（現国土交通）大臣免許に変更（建設（現国土交通）大臣（１）第

３５６４号）

昭和63年12月 二級建築士事務所登録（東京都知事第９７４７号）

平成３年７月 一級建築士事務所登録（東京都知事第３３８７６号）

平成３年11月 特定建設業許可取得（東京都知事許可（特－３）第６５２７８号）

平成７年４月 注文住宅事業、リフォーム事業を開始

平成７年12月 飯田建設工業株式会社（現　一建設株式会社）が保有する当社株式を、一部取得し利益消却を行い

同社から独立

平成９年11月 東京都田無市（現西東京市）芝久保町に本社ビルを建設、移転

平成11年９月 当社株式を日本証券業協会の店頭売買有価証券として登録

 特定建設業許可取得（建設（現国土交通）大臣許可（特－１１）第１８３５２号）

平成11年10月 マンション事業部開設

平成12年11月 当社株式を東京証券取引所市場第二部に上場

平成13年６月 東京都小平市に本社別館を建設

平成13年12月 ＩＳＯ９００１審査登録

平成13年12月 新都心センターに法人事業部を開設

平成14年１月 東京証券取引所市場第一部に指定

平成15年１月 ティ・ジェイ ホーム サービス 株式会社を設立

平成15年12月 生産本部を設置

平成17年５月 東栄住宅販売センターを設置

平成17年７月 ブルーミング・ガーデン住宅販売 株式会社を設立

 事業本部を第一事業本部、第二事業本部の２部制に改編

平成18年１月 第一事業本部、第二事業本部を戸建事業本部に統合し、生産本部、管理本部の３本部制に改編

 東栄住宅販売センターをブルーミング・ガーデン住宅販売株式会社へ承継

平成18年７月 ７支店の営業販売部門をブルーミング・ガーデン住宅販売株式会社へ承継

平成18年11月 東京都渋谷区千駄ヶ谷に東栄神宮外苑ビルを建設

平成19年１月 戸建本部内の４事業部制を廃止し、８ブロック制を導入

平成20年１月 戸建本部を９ブロック制に改編 
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３【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社東栄住宅）、連結子会社２社及び関連会社１社の４

社により構成されており、不動産分譲事業（戸建住宅・中高層住宅・中古再生住宅事業等）を主な事業としておりま

す。

当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

(1）不動産分譲事業 

当社は、首都圏を中心に戸建住宅及び中高層住宅等の分譲事業を行っております。また、当社の販売する戸建住宅

の定期検査、アフターサービス業務等は、連結子会社であるティ・ジェイホームサービス株式会社に委託しており

ます。ブルーミング・ガーデン住宅販売株式会社は、中古再生住宅（リモデル）等の分譲事業を行っております。一

方、土地仕入資金等を商工組合中央金庫から借入れる場合には、当社が組合員になっている住宅新興事業協同組合

から転貸融資を受けております。

(2）その他事業

当社及び連結子会社２社は、注文住宅等の建築、不動産の賃貸、不動産売買仲介等、不動産分譲事業の周辺業務を

行っております。

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

（注）１．定期検査、アフターサービス業務等の委託

２．商工組合中央金庫からの組合員に対する転貸による借入れ 

３．(注)２の借入金の返済及び転貸料、会費の支払 
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の

所有割合

（％）

関係内容

役員の

兼任
貸付金

営業上の

取引

設備の

賃貸借

（連結子会社）

ティ・ジェイ

ホームサービス

株式会社

東京都小平市 50

住宅の定期検査・

アフターサービ

ス、リフォーム及

び不動産の賃貸等

100.0 ４名 あり

当社の販売

する戸建住

宅の定期検

査、アフ

ターサービ

ス業務等の

委託

あり

（連結子会社）

ブルーミング・

ガーデン住宅

販売株式会社

東京都武蔵野市 50

不動産の売買並び

に仲介、不動産の

賃貸及び管理、金

銭の貸付及び債務

保証、損害保険代

理店業等

100.0 ６名 あり

当社が供給

する一部の

戸建住宅等

の販売業務

等の委託

あり

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成20年１月31日現在

従業員数（人） 646

（注）従業員数には、臨時従業員２人及び人材会社からの派遣社員25人は含まれておりません。

(2）提出会社の状況

平成20年１月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

527 34.2 5.1 5,532,174

（注）１．従業員数には、人材会社からの派遣社員20人は含まれておりません。

２．従業員数には、子会社から当社への出向者33人は含まれております。

(3）労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、上期においては設備投資や輸出の増加に支えられ企業収益が好調に推移

したものの、７月以降に顕在化した米国におけるサブプライムローン問題に端を発する世界経済悪化の可能性の影

響や、原油価格の高騰、株安等により先行きに対する不透明感が増してまいりました。

当社グループが主体とする不動産業界においては、地価及び建築資材の高騰を背景とした住宅販売価格の上昇

や、石油製品の高騰及び年金不安等に起因すると見られる顧客の買い控えが見受けられました。また一方では、６月

に施行された改正建築基準法による建築確認の厳格化等に伴う新設住宅着工戸数の減少、米国におけるサブプライ

ムローン問題等が引き金となって、地価は下落傾向に転じ、不動産業界に大きな影響を与えました。

このような厳しい事業環境のなか、当社グループにおきましては多様化する顧客ニーズに対応すべく、より地域

性にあった販売・商品企画戦略を推進するためにブロック制の導入と営業所の新設を行い、需給バランスの変化に

合わせたエリア在庫バランスの改善に尽力いたしました。

その結果、当連結会計年度における売上高は1,031億91百万円（前年同期比13.0％減）、営業利益は20億81百万円

（前年同期比63.9％減）、経常利益は８億66百万円（前年同期比82.8％減）、当期純利益は43百万円（前年同期比

98.3％減）となりました。

事業種類別の業績は次のとおりであります。

①　不動産分譲事業 

戸建住宅におきましては、主に東京、埼玉及び千葉において前連結会計年度に対して618棟減少した結果、戸建

住宅に係る不動産販売高は864億36百万円（前年同期比17.7％減）となりました。また「土地分譲」「建築条件付

売地」につきましては、土地に係る不動産販売高は64億87百万円（前年同期比29.7％減）となりました。

一方、中高層住宅（マンション）では、ブルーミングレジデンス相武台前及びブルーミングレジデンス南流山

等の販売を行い、178戸の引渡しをした結果、中高層住宅（マンション）に係る不動産販売高は53億61百万円（前

年同期比2,207.8％増）となりました。また、当連結会計年度より開始いたしました中古再生住宅（リモデル）は、

14億80百万円となりました。

②　その他事業 

その他事業では、注文住宅等の請負工事収入は26億30百万円（前年同期比27.6％減）、賃貸収入は５億円（前年

同期比143.0％増）、その他不動産分譲事業の周辺業務は２億94百万円（前年同期比4.5％増）となりました。

(2）キャッシュ・フロー

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は営業活動による資金の減少、財務活動に

よる資金の増加等により、期首残高に比べて８億６百万円増加し68億22百万円（前年同期比13.4％増）となりまし

た。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益５億91百万円、たな卸資産の増加額173億79百

万円、仕入債務の減少額28億22百万円、利息の支払額10億２百万円、法人税等の支払額12億88百万円等により、199

億15百万円の減少となりました。前年同期と比較して、86億42百万円の減少であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出20億70百万円等により17億13百万円の

減少となりました。前年同期と比較して、４億69百万円の減少であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純増加額177億34百万円、長期借入金108億15百万円の借

入れ及び49億76百万円の返済、利益配当11億57百万円等により224億36百万円の増加となりました。前年同期と比

較して、113億46百万円の増加であります。
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２【生産、契約及び販売の状況】

(1）生産の実績

事業 項目

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

金額（百万円） 前年同期比（％）

不動産分譲事業

戸建住宅 111,159 +4.0

中高層住宅（マンション） 15,272 +489.7

中古再生住宅（リモデル） 2,104 －

合　　計 128,536 +17.4

（注）１．金額は販売価額により表示しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）契約の状況

事業 項目

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

契約高 当連結会計年度末契約残高

件数
前年同期比
（％）

金額
（百万円）

前年同期比
（％）

件数
前年同期比
（％）

金額
（百万円）

前年同期比
（％）

不動産分譲
事業

戸建住宅 2,399 △17.4 87,501 △14.5 198 +27.7 6,960 +18.1

土地 178 △4.8 6,417 △5.4 8 △33.3 234 △23.1

中高層住宅
（マンション）

197 +1,058.8 5,950 +771.5 34 +126.7 1,039 +130.8

中古再生住宅
（リモデル）

72 － 1,726 － 11 － 245 －

小計 2,846 △8.5 101,596 △7.5 251 +37.9 8,479 +27.5

その他事業

建築請負工事 158 △3.7 2,054 △26.6 61 +56.4 822 +10.7

その他建築請負工事
（リフォーム等）

－ － 642 △15.3 － － 23 △35.0

小計 158 △3.7 2,696 △24.2 61 +56.4 845 +8.6

合　　計 3,004 △8.2 104,293 △8.0 312 +41.2 9,325 +25.5

（注）１．金額は販売価額により表示しております。

２．件数については、戸建住宅及び中古再生住宅（リモデル）は棟数、土地は区画数、中高層住宅（マンション）は戸数を表示しておりま

す。また、その他事業のその他建築請負工事の件数は省略しております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）事業別販売の実績

事業別 項目

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

件数
前年同期比
（％）

金額
（百万円）

前年同期比
（％）

不動産分譲事業

不動産販売高     

戸建住宅 2,356 △21.5 86,436 △17.7

土地 182 △28.1 6,487 △29.7

中高層住宅（マンション） 178 +8,800.0 5,361 +2,207.8

中古再生住宅（リモデル） 61 － 1,480 －

小計 2,777 △14.7 99,766 △12.9

その他事業

請負工事収入   2,630 △27.6

賃貸収入   500 +143.0

その他   294 +4.5

合　　計   103,191 △13.0

（注）１．件数については、戸建住宅及び中古再生住宅（リモデル）は棟数、土地は区画数、中高層住宅（マンション）は戸数を表示しておりま

す。また、その他事業のその他建築請負工事の件数は省略しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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①　事業部別販売実績

不動産分譲事業の不動産販売高における事業部別の販売実績は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　平成18年２月１日
　　至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
　　至　平成20年１月31日）

事業部
金額

（百万円）
割合
（％）

ブロック
金額

（百万円）
割合
（％）

東　　京 41,372 36.1

城　　西 13,072 13.1

城　　南 13,544 13.6

城　　東 9,331 9.3

小　　計 35,947 36.0

埼　　玉 29,256 25.6

中　　央 4,247 4.3

北　　東 10,951 11.0

西 7,693 7.7

小　　計 22,893 23.0

神 奈 川 26,277 22.9

北 12,948 13.0

南 12,776 12.8

小　　計 25,725 25.8

千　　葉 16,538 14.4 千　　葉 6,735 6.8

－ － － 中　　京 433 0.4

開発本部 1,102 1.0 開発本部 8,031 8.0

合　　計 114,547 100.0 合　　計 99,766 100.0

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．平成19年１月26日付の組織改正により、従来の戸建本部は事業部制からブロック制に改編されたため、当連結会計年度よりブロック制

に区分して表記しております。

②　販売経路別販売実績

不動産分譲事業の不動産販売高における販売経路別の販売実績は次のとおりであります。

販売経路

前連結会計年度
（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

当社→一般顧客 58,787 51.3 52,106 52.2

当社→仲介業者→一般顧客 55,759 48.7 47,659 47.8

合　　計 114,547 100.0 99,766 100.0

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

EDINET提出書類

株式会社東栄住宅(E03976)

有価証券報告書

 9/80



３【対処すべき課題】

今後のわが国経済は、米国のサブプライムローン問題、ガソリン価格や一部物価の高騰、賃金の低迷等の影響により

個人消費は伸び悩み、景気の先行きは不透明感を増しております。

そのようななか、当不動産業界におきましては、改正建築基準法に伴う建築確認業務の厳格化により、新築住宅着工

戸数は大幅に減少する等、住宅市場は全体的に低調に推移いたしました。また、地価上昇及び原材料費の高騰等を背景

とした住宅価格の上昇も相まって、消費者の購買意欲の減退による買い控えが懸念されております。郊外部エリアに

おいては、需給バランスの悪化に伴う在庫の増加の影響によって、顧客獲得競争は激しさを増しており、市場価格の下

落も懸念されております。

このような環境下、当社の主力事業である新築戸建分譲においては、需給バランスの変化に合わせ、郊外部物件の在

庫軽減を進め、顧客ニーズも高く仲介会社も多い都市部の土地仕入を強化し、エリア在庫バランスの改善を図ってお

ります。併せて地価動向を踏まえて厳選した用地仕入を行うことで、収益性の高い物件を確保し、たな卸資産回転率の

向上、在庫適性化を推進してまいります。

原材料費の高騰に対しては、当社の強みである分離発注によるスケールメリットを活かした集中購買、施工基準・

技術基準・設計基準の見直しや工期短縮等による徹底したコストダウンにより、高い品質は維持しながら収益性向上

に努めてまいります。

商品性能・施工体制においては、当社独自のパネル工法の供給拡大や、安心・安全を証明する住宅性能評価書の全

棟取得の取り組み、認証取得をしているＩＳＯ９００１(品質管理マネジメントシステム)の全社展開等、より信頼性の

高い品質及び管理体制の構築に努めてまいります。

また当連結会計年度に、（財）建築環境・省エネルギー機構（IBEC）より、環境共生住宅のシステム認定を取得い

たしました。環境共生システムを取り入れた「Blooming Garden・Eco」ブランドを展開し、社会との共生・環境リスク

に関する意識向上と環境に配慮したものづくりにより、更に価値を高めた戸建分譲住宅を提案してまいります。

中高層住宅事業においては、取得済みプロジェクトの販売を加速化してまいります。新規取得案件については、より

商品の企画性を重視し、市場において価格競争に巻き込まれない魅力ある企画商品を展開してまいります。

なお、「経営の意思決定・業務執行の監督」と「業務執行」の機能を明確に分け、双方の機能を強化し、経営の効率

化及び意思決定の迅速化を図り、経営組織体制を強化するため、執行役員制度を導入し、新たな体制で事業運営を行っ

てまいります。

連結子会社ティ・ジェイホームサービス株式会社は、アフターメンテナンスの拡充を行うとともに、住宅のリ

フォーム、請負工事受注の拡大に注力してまいります。ブルーミング・ガーデン住宅販売株式会社は、再建計画を策定

し、事業所・人員の縮小とともに事業戦略の再構築を行いました。首都圏においては、株式会社東栄住宅の買い替え顧

客層に特化した仲介事業、中古再生住宅事業を推進してまいります。中京地区では新築分譲住宅事業を広範囲に展開

しておりましたが、顧客ニーズも高く仲介会社も多い名古屋近郊に特化してまいります。
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４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項につきましては、有価証券報告書提出日現在において判断したものでありま

す。

(1）購買者の需要動向について

当社グループの不動産分譲事業においては、景気動向、金利動向、地価動向及び住宅税制等といった外的要因によ

り購買者の需要動向が左右されるため、潜在的な購買者の需要動向が当社グループの業績等に影響を与える可能性

があります。

(2）引渡し時期遅延による業績変動について

不動産分譲事業の戸建住宅においては、売上の計上時期が物件の引渡し時となります。大規模プロジェクトや開

発行為が伴う案件は、引渡しまでに期間を要するものもありますが、建築の工期は当社の工程管理システムにより

管理されております。なお、天災その他予想し得ない事態による工期の遅延等、不測の事態により引渡し時期に大幅

な遅れが生じた場合、その影響により当社グループの業績等は変動する可能性があります。

(3）有利子負債への依存度について

不動産分譲事業の土地仕入資金は、主に金融機関からの借入金によって賄っているため、総資産に占める有利子

負債の割合は平成20年１月期末において61.7％となっております。事業資金の調達は、金利情勢その他の外的環境に

左右されるため、これにより当社グループの経営成績及び財政状態に影響を受ける可能性があります。

資金調達においては、コミットメントライン契約や当座貸越契約の締結により、機動的、安定的な資金調達力の強

化を目指しておりますが、金融情勢等の変化により必要な資金がタイムリーに調達できなくなった場合には、土地

仕入に少なからず影響を及ぼす可能性があります。

(4）競合等の影響について

当社グループは、首都圏を中心に不動産分譲事業を展開しておりますが、当該エリアは競合関係にある同業他社

も多く、同時期、同一地域に販売活動が重なった場合には価格競争が生じ、当社が想定する価格で販売できない場合

には、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

(5）建築資材の調達について

当社グループは、資材の調達において、大量発注によるスケールメリットにて原価を抑えておりますが、原油価格

の高騰により石油製品をはじめとし、輸送コストの上昇等、あらゆる材料価格が上昇しております。また、合板・構

造材等の原材料である輸入木材についても、日本国内の需給バランスによる生産調整等もあり、価格は高止まりの

まま推移しております。

今後は国内の景気回復・住宅着工の動向と相まって他の製品及び原材料も含めて全般的に価格が変動すること

も予想され、この傾向が続き販売価格への転嫁等が難しい場合には、業績等に影響を及ぼす可能性があります。

(6）法的規制について

当社グループは、「宅地建物取引業法」に基づく宅地建物取引業、「建設業法」に基づく建設業、更には「建築士

法」及び「建築基準法」に基づく一級建築士事務所として不動産分譲事業を行っております。

また、当社は、土地仕入から企画・設計・施工・販売業務を一貫して幅広く事業活動を行っているため、上記以外

にも「都市計画法」、「土地区画整理法」、「農地法」、「宅地造成等規制法」、「国土利用計画法」、「住宅の品質

確保の促進等に関する法律」、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」、「廃棄物の処理及び清掃に関

する法律」、「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律」等、その他関係告示及び地方公共団体の条例

等も含め様々な規制を受けております。

(7）コミットメントライン契約について

当社グループは、複数の金融機関とコミットメントライン契約を締結しております。これらの契約による借入金

にて取得した資産に対し、当該契約に基づく債務以外の債務のために担保提供を行わない旨の担保制限条項が付加

されております。また、当該契約締結日以降の各決算期の末日及び中間決算期の日において、個別及び連結の貸借対

照表における純資産の部の金額等、個別及び連結の損益計算書における損益の金額について、それぞれ一定の指数

以上の維持等の財務制限条項が取り決められており、これらの条項に抵触した場合には、借入金の返済義務を負う

ことがあり、当社グループの財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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(8）個人情報等の管理について

当社グループは、当社物件のご購入をご検討頂くお客様やご購入頂いたお客様等、事業を行う上で多数の個人情

報を保有しているほか、様々な経営情報等の内部情報を有しております。

これらの情報管理については、その管理に万全を期するため、管理体制の構築、社内規程の整備、システム上のセ

キュリティ対策の増強を図るとともに、外部セミナー及び研修等への参加を通じて社員の情報管理意識の向上に努

めております。しかしながら、万が一、これらの情報が外部流出した場合は、当社グループに対する信頼の失墜や損

害賠償等により、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。また、社会的関心が高まる中、今後、法規

制が一層厳しくなる可能性もあり、徹底した情報管理の継続を図るため、コストが増加する可能性があります。

(9）訴訟について

当社は不動産分譲事業ディベロッパー（仕入、設計、施工、販売等）であり、事業等を行っていく上において様々

なリスクが存在しております。特に法的な側面においては、訴訟、紛争が存在し、これらを完全に排除することは不

可能であり、相手側による根拠のない誤認であった場合にも、当社の信用に悪影響を及ぼし、業績に影響を及ぼす可

能性があります。なお、当連結会計年度において当社グループの業績等に影響を及ぼす訴訟は提起されておりませ

ん。

なお、上記は当社グループが事業継続する上で、予想される主なリスクを具体的に例示しており、これらに限定さ

れるものではありません。

５【経営上の重要な契約等】

当連結会計年度において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。

６【研究開発活動】

当社は主力商品である戸建分譲住宅において、「品質・性能の向上」「生産性の向上・工期短縮」「建築コストの削

減」「独自の技術の開発」「付加価値の創造」「新しい生活様式の提案」を目的に研究開発活動を行っております。

上記の研究開発活動のうち、「付加価値/生活様式」等の企画設計のソフト面は商品企画部を中心とし、施工技術の

ハード面である「品質性能/独自技術」等は品質管理部を、「コスト削減」等は購買管理部を、「生産性/工期」等は施工

管理部をそれぞれ中心に生産本部内で情報共有を行い、またテーマによっては大学・民間企業と共同で推進しておりま

す。

当連結会計年度の研究開発費は、11百万円であり研究開発活動の概要は以下のとおりであります。

①　実物大振動実験の検証

前連結会計年度は、独立行政法人土木研究所の３次元振動台装置を用いて、兵庫県南部地震等の巨大地震波によ

る木造二階建ての実大振動実験を実施し、当社建物の耐震性を証明いたしました。当連結会計年度は、共同で実験を

行った（財）建材試験センターと連携し、得られた実験データをもとに地震波による建物の挙動や各部に発生した

応力の解析に努め、当社建物のさらなる安全性を確認いたしました。なお、本内容は本年度の「日本建築学会全国大

会（福岡）」にて論文発表を通して公開いたしました。

②　パネル工法の改善・改良

当社オリジナル工法耐力パネルについて、（財）建材試験センターにおいて品質性能試験を行い、その耐力性能

を実証いたしました。また、プランニング上の自由度を向上させるべく、建物内の壁量のバランスを考慮した耐力壁

について、その施工性を検証いたしました。

③　雨仕舞の検証

建物の性能を確保する上で非常に重要となる、防水性能のさらなる向上を図るべく、サッシメーカー等と共同で

開口部廻りの雨仕舞方法について検証実験を行いました。本実験で得られた知見をもとに、より防水性にすぐれた

雨仕舞方法の検討に努め、当社建物へのフィードバックを進めてまいります。
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④　環境共生住宅システム認定取得

「環境共生住宅」はⅰ）地球環境の保全（省エネルギー/資源の高度活用）、ⅱ）周辺環境との親和性（地域適合

・環境親和）、ⅲ）居住環境の健康・快適性（健康快適・安全安心）の３つの柱、４つの項目に対し、主体的に関わ

りながら健康で快適に生活できるよう工夫された住宅及び環境に配慮することをいいます。それぞれ４つの項目の

必須条件を全て満たし、なお環境共生に資する、より高度でユニークな提案を２つ以上の類型についてなすことで

「環境共生住宅」と認定されます。

今回当社は、３類型５提案を（財）建築環境・省エネルギー機構（IBEC）に申請し認定されました。この中には

当社オリジナル工法であるベンチレーション・ウォール・パネル工法工場生産化率向上によるロー・エミッショ

ン化及び、日本建築学会全国大会で発表した「ＰＰバンドのリサイクル・マテリアル」等も含まれており、広く社

会に貢献できる企業として活動をいたします。

認定内容

認　定　Ｎｏ．　　：Ｓ２００７－１

認　定　年　月　日：平成19年４月16日

環境共生住宅の名称：Blooming Garden・Eco

供　　　給　　　型：システム供給型

建て方 ／ 構造形式：戸建て／木造軸組工法

７【財政状態及び経営成績の分析】

当社グループにおける財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。

なお、文中における将来に関する事項につきましては、当連結会計年度末において判断したものであります。

(1）重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成してお

ります。この連結財務諸表の作成にあたっては、見積りが必要な事項につきましては、合理的な基準に基づき会計上

の見積りを行っております。

(2）経営成績の分析

①　売上高

当連結会計年度における売上高につきましては「１　業績等の概要（1）業績」に記載しております。

②　売上原価、売上総利益

売上原価は906億67百万円（前年同期比10.4％減）、売上総利益は125億24百万円（前年同期比28.4％減）とな

りました。この主な要因は、戸建住宅販売棟数の減少によるものです。また、売上総利益率は前連結会計年度の

14.7％から12.1％となりました。

③　販売費及び一般管理費、営業利益

販売費及び一般管理費は104億42百万円（前年同期比11.0％減）となりました。この主な要因は、仲介経由によ

る売上高の減少に伴なう支払手数料の減少、広告チラシ等の広告宣伝費の減少等によるものです。この結果、営業

利益は20億81百万円（前年同期比63.9％減）となりました。

④　営業外収益、営業外費用、経常利益

営業外収益は62百万円（前年同期比33.2％減）となりました。当連結会計年度は保険返戻金及び不動産取得税

の還付がなかったことにより前連結会計年度より減少しております。営業外費用は支払利息の増加等により12億

77百万円（前年同期比57.4％増）となりました。この結果、経常利益は８億66百万円（前年同期比82.8％減）とな

りました。

⑤　特別利益、特別損失、税金等調整前当期純利益

特別利益は、投資有価証券の売却により３億65百万円、特別損失は、販売用不動産評価損４億42百万円、投資有

価証券評価損１億98百万円により６億40百万円となりました。この結果、当連結会計年度の税金等調整前当期純

利益は５億91百万円（前年同期比87.5％減）となりました。
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⑥　法人税等（法人税、住民税及び事業税、法人税等調整額）、当期純利益

法人税、住民税及び事業税、法人税等調整額の合計は５億48百万円（前年同期比74.7％減）となりました。この

結果、当期純利益は43百万円（前年同期比98.3％減）となり、対売上高当期純利益率は、前連結会計年度の2.2％か

ら0.0％となりました。

(3）財政状態の分析

①　流動資産

当連結会計年度末における流動資産は、1,124億57百万円（前連結会計年度末は973億95百万円）となり、150億

62百万円増加いたしました。この主な要因は、翌連結会計年度以降の売上高に寄与するたな卸資産が158億50百万

円増加したことによるものであります。

②　固定資産

当連結会計年度末における固定資産は、189億99百万円（前連結会計年度末は156億94百万円）となり、33億４

百万円増加いたしました。この主な要因は、販売用不動産等の賃貸用不動産への保有目的変更による23億54百万

円及び賃貸用不動産の取得による有形固定資産の増加によるものであります。

③　流動負債

当連結会計年度末における流動負債は、895億21百万円（前連結会計年度末は662億44百万円）となり、232億76

百万円増加いたしました。この主な要因は、たな卸資産の増加に伴う短期借入金の増加177億34百万円及び長期借

入金から１年内返済予定長期借入金への振替による増加95億16百万円によるものであります。

④　固定負債

当連結会計年度末における固定負債は、39億26百万円（前連結会計年度末は74億47百万円）となり、35億21百

万円減少いたしました。これは主に長期借入金の返済及び１年内返済予定長期借入金への振替により、長期借入

金が前連結会計年度末に比べ36億77百万円減少したことによるものであります。

⑤　純資産

当連結会計年度末における純資産の部合計額は、380億９百万円（前連結会計年度末は393億97百万円）とな

り、13億88百万円減少いたしました。この主な要因は、剰余金の配当11億57百万円、投資有価証券評価差額金の２

億94百万円の減少であります。これらの結果、当連結会計年度末の総資産残高は、1,314億56百万円（前連結会計年

度末は1,130億89百万円）となり、当連結会計年度末の自己資本比率は28.9％（前連結会計年度末は34.8％）と前

連結会計年度末から5.9ポイントのマイナスとなりました。

(4）資本の財源及び資金の流動性の分析

①　キャッシュ・フロー

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況につきましては、「１　業績等の概要（2）キャッシュ・フ

ロー」に記載しております。

②　資金需要

当社グループにおける資金需要のうち主なものは、土地仕入、建物代金、賃貸用不動産及び販売費及び一般管理

費等の営業費用並びに借入金に係る利息の支払い等であります。

③　資金調達

当社グループにおける資金調達につきましては、機動的かつ安定的な資金の確保とともに、有利子負債の圧縮

による財務の健全性確保及び金融費用の削減を目指しております。なお、当連結会計年度の資金調達につきまし

ては、主にコミットメントラインの実行による銀行を主体とした金融機関からの間接金融によっております。

(5）経営成績に重要な影響を与える要因について

「４　事業等のリスク」に記載しております。
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(6）経営者の問題認識と今後の方針について

当社は、住宅一次取得者である団塊ジュニア世代のファミリー世帯をメインターゲットとして、新築分譲住宅を

中心に事業を推進してまいりました。当面は、このメインターゲットを柱に位置付けながら、今後においては、加速

していく世帯構造の変化や、顧客のライフスタイルの多様化に合わせ、ターゲットとする顧客層の拡大が重要と捉

えており、それを実現するための新たな商品展開及び事業展開を進めてまいります。

①　コア事業である戸建分譲事業では安定収益確保を最優先に遂行し、全国の新設分譲住宅の約50％を占める首都

圏マーケットに経営資源を集中させ、経営の効率化を図ってまいります。また、事業規模と市場動向を睨みなが

ら、拠点展開の最適化や新規開拓、地域密着の深化等により更なる事業拡大を図ってまいります。

②　当社の強みである高品質な性能表示住宅、耐震性の高い新工法等で実現してきた「安全で安心な品質の住宅」

に加え、暮らし方の多様化を意識した多彩な商品企画により「生活満足度の更なる向上」を実現してまいりま

す。また、取得済みである環境共生住宅システム認定をベースに「Blooming Garden・Eco」ブランドを積極展開

し、社会との共生・環境リスクに関する意識向上と環境に配慮したものづくりを推進してまいります。

③　中高層住宅事業や請負建築事業、リフォーム事業、中古再生住宅事業、賃貸事業等の強化、首都圏以外の市場進

出、関連分野の新規事業創出等により、商品バリエーションを広げ、ターゲットとする顧客層の獲得拡大を図っ

てまいります。当社グループの強みである「グループ一貫体制」を活かし、事業の安定的な収益バランスを再

構築し、更なる企業価値の創造に努めてまいります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度における設備投資額は43億55百万円であります。
そのうち主な設備は、その他事業における賃貸用不動産の増加42億14百万円であります。
なお、当連結会計年度において、重要な設備の除却、売却はありません。

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社
当社は、首都圏を中心に、地域密着型の事業展開をしております。主な設備は、次のとおりであります。

事業所名
（所在地）

事業別 設備の内容

帳簿価額
従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

土地
（百万円）

(面積㎡)

その他
（百万円）

合計
（百万円）

本店

（東京都西東京市）
不動産分譲事業 営業設備

275 671

(1,639.26)

38 985 109

花小金井別館

（東京都小平市）
不動産分譲事業 営業設備

52 234

(591.06)

2 289 23

浦和営業所

（埼玉県さいたま市南区）
不動産分譲事業 営業設備

15 237

(870.16)

1 255 7

世田谷支店

（東京都世田谷区）
不動産分譲事業 営業設備

16 221

(358.41)

2 240 18

小岩支店

（東京都葛飾区）
不動産分譲事業 営業設備

9 217

(424.24)

3 230 17

町田支店

（東京都町田市）
不動産分譲事業 営業設備

13 191

(833.40)

2 207 13

日吉支店

（神奈川県横浜市港北区）
不動産分譲事業 営業設備

8 188

(330.94)

3 200 6

柏営業所

（千葉県柏市）
不動産分譲事業 営業設備

14 177

(508.15)

0 193 9

大宮支店

（埼玉県さいたま市北区）
不動産分譲事業 営業設備

12 165

(847.09)

2 180 29

坂戸支店

（埼玉県坂戸市）
不動産分譲事業 営業設備

5 139

(285.19)

2 147 9

藤沢営業所

（神奈川県藤沢市）
不動産分譲事業 営業設備

11 130

(422.15)

2 144 15

平塚支店

（神奈川県平塚市）
不動産分譲事業 営業設備

11 114

(427.19)

2 127 19

茅ヶ崎支店

（神奈川県茅ヶ崎市）
不動産分譲事業 営業設備

20 106

(324.91)

0 127 8

深谷営業所

（埼玉県深谷市）
不動産分譲事業 営業設備

7 108

(340.68)

3 118 9

越谷支店

（埼玉県越谷市）
不動産分譲事業 営業設備

12 101

(512.85)

1 115 13

神宮外苑事務所

（東京都渋谷区）
その他事業 営業設備

561

〈561〉

940

〈940〉

(311.08)

10

〈10〉

1,512

〈1,512〉

20

中原シルバー施設

（東京都三鷹市）
その他事業 営業設備

341

〈341〉

1,044

〈1,044〉

(5,404.85)

－ 1,386

 〈1,386〉

－

中野事務所

（東京都中野区）
その他事業 営業設備

128

〈121〉

164

〈164〉

(243.55)

－ 293

〈285〉

－

赤坂事務所

（東京都港区）
その他事業 営業設備

106

〈106〉

107

〈107〉

(敷地権) 

－ 213

〈213〉

－

その他
不動産分譲事業

その他事業
営業設備

1,929

〈1,613〉

3,859

〈3,573〉

(－)

43 5,832

〈5,187〉

203

小計 － －

3,554

〈2,744〉

9,121

〈5,830〉

(－)

124

〈10〉

12,801

〈8,585〉

527

 

EDINET提出書類

株式会社東栄住宅(E03976)

有価証券報告書

16/80



事業所名
（所在地）

事業別 設備の内容

帳簿価額
従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

土地
（百万円）

(面積㎡)

その他
（百万円）

合計
（百万円）

資材センター

（東京都東村山市）
－ その他設備

23 357

(1,116.34)

5 386 －

清瀬市社宅

（東京都清瀬市）
－ その他設備

63 230

(541.00)

－ 294 －

小平市社宅

（東京都小平市）
－ その他設備

40 173

(敷地権) 

－ 213 －

その他 － その他設備
37 1,132

（－）

1,241 2,411 －

小計 － －
165 1,893

（－）

1,246 3,305 －

合　　計 － －

3,720

〈2,744〉

11,015

〈5,830〉

（－）

1,370

〈10〉

16,107

〈8,585〉

527

(2）国内子会社

会社名
事業所名

（所在地）
事業別 設備の内容

帳簿価額

従業員数

（人）

建物及び

構築物

（百万円）

土地

（百万円）

(面積㎡)

その他

（百万円）

合計

（百万円）

ティ・ジェイホーム

サービス㈱

本店他

(東京都小平市他)
その他事業 営業設備

487

〈260〉

594

〈372〉

(2,674.82)

11 1,093

〈632〉

70

ブルーミング・ガー

デン住宅販売㈱

本店他

(東京都武蔵野市他)

不動産分譲

事業

その他事業

営業設備 9 － 8 17 49

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、機械装置、車両運搬具、工具器具備品、建設仮勘定であります。

２．金額には消費税等を含めておりません。

３．従業員数は、臨時従業員（２人）及び人材会社からの派遣社員（25人）を含めておりません。

４．上記のうち＜　＞書きは内書きで、連結会社以外への賃貸設備であります。

５．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。

会社名 設備の内容
年間リース料
（百万円）

リース契約残高
（百万円）

提出会社
コンピュータシステム

車両運搬具他
153 284

ティ・ジェイホームサービス株式会社
コンピュータシステム

車両運搬具他
23 53

ブルーミング・ガーデン住宅販売株式会社 車両運搬具他 16 44

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設

会社名
事業所名

（所在地）

事業の種類

別セグメン

トの名称

設備の内容

投資予定金額

資金調達

方法

着手及び完了予定年月

総額

(百万円)
既支払額

(百万円)
着手 完了

 提出会社
水戸中央マンション

（茨城県水戸市）
その他事業 営業設備 1,915 1,885 借入金 平成18年11月 平成20年２月

(2）重要な設備の除却等

現在予定している重要な設備の除却等はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 107,346,224

計 107,346,224

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成20年１月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年４月28日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名 

内容

普通株式 26,937,356 26,937,356
東京証券取引所

市場第一部
－

計 26,937,356 26,937,356 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成15年２月１日～

平成16年１月31日(注)１
78,000 15,195,440 83 2,291 83 2,586

平成16年２月１日～

平成17年１月31日(注)２
11,641,116 26,836,556 5,449 7,740 5,445 8,032

平成17年２月１日～

平成18年１月31日(注)３
61,400 26,897,956 41 7,782 41 8,074

平成18年２月１日～

平成19年１月31日(注)４ 
23,800 26,921,756 16 7,798 16 8,090

平成19年２月１日～ 

平成20年１月31日(注)５
15,600 26,937,356 10 7,809 10 8,101

（注）１．旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権（ストック・オプション）の権利行使により78,000株増加して
おります。

・発行価格　 　    2,133円　　　　　 資本組入額　　 1,067円
２．株式分割　　　１：1.2　（平成16年３月19日付）　　発行株数　3,039,088株
株式分割　　　１：1.3　（平成16年９月16日付）　　発行株数　6,186,428株
有償・一般募集　2,000,000株　（平成16年６月30日付）
・発行価額 　　 4,872.40円　　　　　 資本組入額　　 2,437円
有償・第三者割当　136,700株　（平成16年７月28日付）
・発行価額 　　 4,872.40円　　　　　 資本組入額　　 2,437円
旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権（ストック・オプション）の権利行使　278,900株
発行価格　1,778円　資本組入額　889円　発行株数　250,200株（平成16年２月１日～平成16年７月31日）
発行価格　1,368円　資本組入額　684円　発行株数　 28,700株（平成16年８月１日～平成17年１月31日）

３．旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権（ストック・オプション）の権利行使により61,400株増加して
おります。

４．旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権（ストック・オプション）の権利行使により23,800株増加して
おります。

５．旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権（ストック・オプション）の権利行使により15,600株増加して
おります。

（５）【所有者別状況】

平成20年１月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状
況（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
（人）

－ 34 22 167 57 4 11,287 11,571 －

所有株式数
（単元）

－ 19,969 702 131,782 50,881 4 64,919 268,257 111,656

所有株式数
の割合
（％）

－ 7.44 0.26 49.13 18.97 0.00 24.20 100.00 －

（注）１．自己株式13,439株は「個人その他」に134単元及び「単元未満株式の状況」に39株を含めて記載しておりま

す。

２．株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が560株存在し、「個人その他」に

５単元及び「単元未満株式の状況」に60株を含めて記載しております。

３．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、478単元含まれております。
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（６）【大株主の状況】

平成20年１月31日現在

氏　名　又　は　名　称 住　　　　　　　所
所有株式数
（千株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合
（％） 

（株）バンブーフィールド 東京都杉並区天沼３丁目６－34 8,562 31.78

（有）一商事
東京都西東京市富士町４丁目33
－15 3,760 13.95

ステートストリートバンクアンドトラストカンパニー506155 
（常任代理人　株式会社みずほコーポレート銀行兜町証券決済業務室） 

49 AVENUE JF KENNEDY L-1
855 LUXEMBOURG 
（東京都中央区日本橋兜町６番
７号） 

1,777 6.59

佐々野　俊彦 東京都杉並区 1,300 4.82

ノーザントラストカンパニーエイブイエフシーリノーザントラストガン
ジーノントリーティークライアンツ 
（常任代理人　香港上海銀行東京支店） 

50 BANK STREET CANARY WH
ARF LONDON E14 5NT,UK
（東京都中央区日本橋３丁目11
番１号） 

1,040 3.86

ノーザントラストカンパニーエイブイエフシーサブアカウントアメリカ
ンクライアント 
（常任代理人　香港上海銀行東京支店） 

50 BANK STREET CANARY WH
ART LONDON E14 5NT UK
（東京都中央区日本橋３丁目11
番１号） 

830 3.08

日本トラスティ・サービス信託銀行（株）（信託口４） 東京都中央区晴海１丁目８－11 651 2.42

みずほキャピタル（株） 東京都中央区日本橋兜町４－３ 400 1.48

ゴールドマンサックスインターナショナル
（常任代理人　ゴールドマン・サックス証券株式会社）

133 FLEET STREET LONDON 
EC4A 2BB,U.K
（東京都港区六本木６丁目10番
１号六本木ヒルズ森タワー） 

353 1.31

モルガンスタンレーアンドカンパニーインク
（常任代理人　モルガン・スタンレー証券株式会社）

1585 BROADWAY NEW YORK,
NEW YORK 10036,U.S.A.
（東京都渋谷区恵比寿４丁目20
番３号恵比寿ガーデンプレイス
タワー）

341 1.26

計 － 19,017 70.60

（注）１．上記日本トラスティ・サービス信託銀行（株）（信託口４）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、

590千株であります。

２．プロスペクトアセットマネージメントから、平成20年１月30日付で変更報告書の提出があり、次のとおり株

式を所有している旨報告を受けておりますが、当事業年度末時点における所有株式数の確認ができません

ので、上記大株主の状況には含まれておりません。

なお、当該法人の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

提出日 大量保有者 住        所
所有株式数

（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％） 

平成20年１月30日 プロスペクトアセットマネージメン
ト

6700 Kalanianaole Hwy,
 Suite 122,
Honolulu HI 96825 U.S.A.

3,223,200 11.97
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成20年１月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式） 

 普通株式        

13,400

－ －

完全議決権株式（その他）（注）１
普通株式

26,812,300
268,123 －

単元未満株式（注）２
普通株式

111,656
－ －

発行済株式総数 26,937,356 － －

総株主の議決権 － 268,123 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が47,800株（議決権の数478

個）含まれております。

２．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式39株が含まれております。

②【自己株式等】

平成20年１月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社東栄住宅
東京都西東京市芝久

保町四丁目26番３号
13,400 － 13,400 0.05

計 － 13,400 － 13,400 0.05

（注）株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が560株（議決権の数５個）あります。

なお、当該株式は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に500株含まれており、「単元未満

株式」の欄に60株含まれております。
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（８）【ストックオプション制度の内容】

当社はストック・オプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ19の規定に基づき、当社が

新株引受権（ストック・オプション）を付与する方法によっており、これに関する事項は、次のとおりであります。

なお、当新株引受権（ストック・オプション）は平成19年５月31日付をもって、行使期間満了となりました。 

　平成12年４月27日定時株主総会決議

決議年月日 平成12年４月27日

付与対象者の区分及び人数 取締役（４名）及び従業員（145名）

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 －

新株予約権の行使時の払込金額 1,368円

新株予約権の行使期間 平成14年６月１日から平成19年５月31日まで

新株予約権の行使の条件

対象者は、新株引受権の行使時において、当社又は当社の

関係会社の取締役、監査役又は従業員であることを要する。

その他の権利行使に関する条件については、平成12年４月

27日開催の株主総会以後に開催された取締役会決議により

決定し、対象者との間で締結する新株引受権付与契約に定め

たところによるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株引受権の譲渡、質入その他一切の処分は認められない

ものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。但し、か

かる調整は、新株引受権のうち、当該時点で対象者が行使していない新株引受権の目的たる株式の数について

のみ行われ、調整の結果生じる単元未満の株式については、これを切捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併又は株式交換もしくは株式移転を行う場合、当社は必要と認め

る株式数の調整を行う。

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により発行価格を調整し、調整の結果生じる１円未満の端

数は切上げるものとする。

 
調整後発行価格＝調整前発行価格 ×

１

 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併又は株式交換もしくは株式移転を行う場合、当社は必要と認め

る発行価格の調整を行う。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 600 943,006

当期間における取得自己株式 20 17,240

（注）「当期間における取得自己株式」には、平成20年４月１日から有価証券報告書提出日までに取得した株式数は含

まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他（単元未満株式の買増し請求） 64 74,432 － －

保有自己株式数 13,439 － 13,459 －

（注）１．当期間の「その他」には、平成20年４月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買増し請求に

よる株式数は含まれておりません。

２．「保有自己株式数」には、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式の560株

は含まれておりません。

３．当期間の「保有自己株式数」には、平成20年４月１日から有価証券報告書提出日までに取得した株式数及び

単元未満株式の買増し請求による株式数は含まれておりません。
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３【配当政策】

当社は、株主の皆様を重視した安定的な利益還元に努めております。将来の事業展開に備え内部留保の充実にも留

意しながら業績動向等を勘案し、配当性向20％以上を目処に株主の皆様への利益還元を継続的に実施することを基本

方針としております。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本方針としており、配当の決定機関は、期末配当につい

ては株主総会、中間配当については取締役会であります。 

当事業年度の剰余金の配当につきましては、上記方針に基づき、１株当たり40円（うち中間配当20円）といたしま

した。この結果、当事業年度の連結配当性向は2,500.0％となりました。 

内部留保資金につきましては、土地仕入等に充当し、市場開拓を積極的に展開すべく有効投資してまいります。

また、当社は毎年７月31日を基準として、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款に

定めております。 

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

決議年月日
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり配当額

（円） 

平成19年９月14日 

取締役会決議 
538 20

平成20年４月25日 

株主総会決議 
538 20

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期

決算年月 平成16年１月 平成17年１月 平成18年１月 平成19年１月 平成20年１月

最高（円）
3,820

3,450

5,950

3,800
2,950 2,600 1,994

最低（円）
1,170

2,810

3,230

2,460
1,980 1,515 861

（注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

２．第53期の「最高・最低株価」は、平成16年３月19日付の株式分割（１：1.2）により、上段に権利落ち日前（１

月26日前）、下段に権利落ち日後（１月27日後）の株価を記載しております。

３．第54期の「最高・最低株価」は、平成16年９月16日付の株式分割（１：1.3）により、上段に権利落ち日前（７

月26日前）、下段に権利落ち日後（７月27日後）の株価を記載しております。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年８月 ９月 10月 11月 12月 平成20年１月

最高（円） 1,525 1,180 1,259 1,183 1,034 976

最低（円） 1,146 991 960 965 868 861

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

代表取締役

会長
－ 佐々野　俊彦 昭和22年１月27日生

昭和53年10月 当社入社

昭和55年11月 取締役就任

昭和56年５月 代表取締役社長就任

昭和63年８月 住宅新興事業協同組合理事就任（現任

)

平成８年５月 有限会社(現株式会社)バンブーフィー

ルド代表取締役社長就任（現任）

平成15年１月 ティ・ジェイ ホームサービス株式会

社代表取締役社長就任

平成17年７月 ブルーミング・ガーデン住宅販売株式

会社代表取締役社長就任

平成18年１月 ブルーミング・ガーデン住宅販売株式

会社代表取締役会長就任

平成19年８月 代表取締役会長就任（現任）

２年

(注)２ 
1,300

代表取締役

社長
社長執行役員 西野　弘 昭和39年３月14日生

平成18年４月 当社入社 

人材開発室長

 取締役就任

平成18年９月 企画本部長兼人材開発室長 

平成19年８月 代表取締役社長就任（現任） 

平成20年４月 社長執行役員（現任） 

ブルーミング・ガーデン住宅販売株式

会社代表取締役社長就任（現任） 

２年 

(注)３ 
1

取締役

副社長 

副社長執行役員 

経営企画室長 
柴田　英夫 昭和24年６月９日生

平成11年４月 当社入社　

経理部副部長 

平成11年６月 経理部長

平成14年４月 取締役就任

平成17年７月 財務部長

平成18年１月 常務取締役就任

 管理本部長兼財務部長

平成19年８月 取締役副社長就任（現任）

 管理本部長

平成20年１月 経営企画室室長

平成20年４月 副社長執行役員（現任） 

経営企画室長（現任） 

２年 

(注)３ 
4

取締役
執行役員 

生産本部長
三嶌　潤一郎 昭和26年２月13日生

平成14年５月 当社入社

平成17年３月 商品管理部副部長

平成17年７月 施工管理部長

平成18年１月 生産本部長兼施工管理部長 

平成18年４月 取締役就任（現任）

平成18年８月 生産本部長（現任） 

平成20年４月 執行役員（現任） 

２年 

(注)３ 
0

監査役

（常勤）
－ 北川　雅章 昭和28年７月22日生

昭和61年８月 当社入社

昭和63年５月 柏支店長

平成７年１月 総務経理部長

平成９年11月 常勤監査役就任（現任）

４年 

(注)４ 
32
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

監査役 － 藤田　浩司 昭和37年６月９日生

平成元年４月 司法修習終了　東京弁護士会へ弁護士

登録

 奥野法律事務所(現奥野総合法律事務

所)入所(現任)

平成12年４月 当社監査役就任（現任）

平成14年３月 トレンドマイクロ株式会社監査役就任

（現任）

平成18年６月 株式会社やまと社外取締役就任（現任

) 

４年 

(注)５
－

監査役 － 本間　周平 昭和36年５月３日生

平成７年３月 公認会計士登録

平成９年10月 太田昭和監査法人(現新日本監査法人）

国際部マネージャー

平成12年７月 有限会社ベストアカウンタンツ設立　

同社代表取締役（現任）

平成12年７月 本間公認会計士事務所（現共立会計事

務所）開設　同事務所代表（現任）

平成16年４月 当社監査役就任（現任）

平成16年８月 税理士登録 

平成19年６月 トラベラー株式会社社外取締役就任

（現任） 

平成20年３月 共立パートナーズ株式会社設立　同社

代表取締役就任（現任） 

４年 

(注)５
－

監査役 － 吉野　賢治　 昭和12年２月８日生

昭和44年８月 公認会計士登録

平成14年３月 日本マクドナルドホールディングス株

式会社監査役就任（現任）

平成14年６月 髙木証券株式会社社外取締役就任（現

任）

平成17年６月 アルプス電気株式会社監査役就任（現

任）

平成18年４月 当社監査役就任（現任）

４年 

(注)６ 
－

   計   1,339

 

（注）１．監査役である藤田浩司、本間周平、吉野賢治の３名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２．平成19年１月期にかかる定時株主総会終結の時から、平成21年１月期にかかる定時株主総会終結の時までで

あります。 

３．平成20年１月期にかかる定時株主総会終結の時から、平成22年１月期にかかる定時株主総会終結の時までで

あります。 

４．平成19年１月期にかかる定時株主総会終結の時から、平成23年１月期にかかる定時株主総会終結の時までで

あります。 

５．平成20年１月期にかかる定時株主総会終結の時から、平成24年１月期にかかる定時株主総会終結の時までで

あります。 

６．平成18年１月期にかかる定時株主総会終結の時から、平成22年１月期にかかる定時株主総会終結の時までで

あります。 

７．当社は、「経営の意思決定・業務執行の監督」と「業務執行」の機能を明確に分け、双方の機能を強化し、経

営の効率化及び意思決定の迅速化を図り、経営組織体制を強化するため、執行役員制度を導入しております。 

執行役員は８名で、取締役以外の執行役員は、下記のとおりであります。 

執行役員　内部監査室長　　　　　　　　　　亀田　元司 

執行役員　戸建本部長兼営業統括部長　　　　黒澤　虎重

執行役員　開発本部長兼事業開発部長　　　　佐藤　哲生 

執行役員　生産副本部長兼土木開発部長　　　原田　政雪 

執行役員　財務部長　　　　　　　　　　　　荒木　祐一 
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社はコーポレート・ガバナンスを経営上の重要課題と位置付け、企業価値の増大を図りつつ、株主をはじめ、企

業を取り巻く顧客、取引先、地域社会、従業員等のステークホルダー（利害関係者）の信頼を得るために、経営の効

率性、透明性、健全性を確保できる最適な経営体制を確立することを基本方針としております。

(2）会社の機関の内容並びに内部統制システム及びリスク管理体制の整備状況

①　会社の機関の内容

（取締役会）

取締役会は、当事業年度末現在、取締役７名で構成され、原則月１回開催し活発な討議を重ね、会社の重要事

項等の決定及び取締役の業務執行の監督機能を果たしております。なお、取締役会には監査役が出席し、必要に

応じて意見を述べております。

（監査役会）

当社は、「監査役制度」を採用しております。監査役会は監査役４名（内社外監査役３名）で構成され、監査

方針、業務分担等を策定するとともに重要な事項について報告・協議を行っております。監査役会は、会計監査

人と監査計画、実施状況等について定期的（年３回程度）に意見交換会を行っております。

（会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要）

当社に、社外取締役はおりません。また監査役のうち１名は元当社社員であります。なお社外監査役３名と当

社との取引等の関係はありません。

（内部監査体制）

内部監査室（２名）を設置し、監査役との協力体制のもと、年間計画に基づき、業務活動の健全さや会社財産

の保全を図るため毎月必要な業務監査を実施し、被監査部門に対して改善事項の指摘・指導を行うことによ

り、内部監査体制を強化するとともに、内部統制の有効性を図っております。また、監査役は、内部監査室及び会

計監査人と緊密な連携を持ち、適宜情報交換を行っております。

（部門長会議）

事業その他の組織経営に関わる重要事項の審議・報告については、室・部・ブロック長全員出席の役職員に

よって構成される部門長会議にて活発な討議を重ね取締役会にて決定しております。取締役会にて決定された

事項のうち伝達が必要な事項は、部門長会議にて報告され情報の共有化がなされ、当該決定に沿って迅速に実

行される体制を構築しております。

（会計監査の状況）

会計監査につきましては、新日本監査法人と監査契約を締結し、会社法に基づく会計監査及び金融商品取引

法に基づく会計監査を受けております。なお、業務を執行した公認会計士は以下のとおりです。

業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 継続監査年数

指定社員

業務執行社員

宮入　正幸
新日本監査法人

７年

井村　順子 ３年

監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　４名　　　会計士補　４名　　　その他　３名
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②　内部統制システム及びリスク管理体制の整備状況

当会社の内部統制システムに関する基本的な考え方は、会社法施行に伴い、以下のとおり整備しております。

（取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制）

・コンプライアンス体制の基礎として、企業行動憲章及びコンプライアンス基本規程を定め、総務部がコンプ

ライアンス体制の構築、維持、向上を推進しております。また、内部監査室はコンプライアンス体制の調査、法

令、定款、社内規程等に適合しているか調査し、取締役会に報告することとしております。

・取締役は、当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合には、

直ちに監査役に報告するものとし、遅滞なく取締役会においても報告することとしております。

・法令違反その他のコンプライアンスに関する事実についての社内報告体制として、社外の弁護士又は内部監

査室を直接の情報受領者とする社内通報システムを整備し、社内通報規程に基づきその運用を行うこととし

ております。

・監査役は、当社の法令遵守体制及び内部者通報システムの運用に問題があると認めるときは、意見を述べる

とともに改善策の策定を求めることとしております。

（取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に対する体制）

取締役の職務執行に係る情報については、文書又は電磁的媒体に記録・保存し、文書管理規程に基づき適切

かつ確実に検索性の高い状態で保存・管理することとし、必要に応じて10年間は取締役又は監査役から要請が

あった場合は、常時閲覧可能な状態を維持することとしております。

（損失の危険の管理に関する規程その他の体制）

・当社は、当社の業務執行に係るリスクとして、「市場リスク」、「品質・安全リスク」、「建材資材等の調達

リスク」、「財務リスク」、「リーガルリスク」、「情報の流出リスク」、「事務リスク」等のリスクを認識

し、個々のリスクについてその把握と管理のための体制を整えております。また、新たなリスクを認識したと

きは、内部監査室が速やかに適切な体制を構築することとしております。

・リスク管理体制の基礎として、リスク管理規程により、個々のリスクについての管理責任部署及び責任者を

定めるとともに、全社横断的にリスクに対処するための組織として統括責任部署を内部監査室としておりま

す。また、内部監査室は、当該リスク管理規程により各部署のリスク管理の状況を継続的に監査し、その結果

を定期的に取締役会に報告します。また、複数の法律事務所と顧問契約を締結し、企業経営及び日常業務に関

する経営上の判断の参考とするために、必要に応じて指導・助言を受けられる体制を構築しております。な

お、不測の事態が発生した場合には、危機管理規程に基づき、社長を本部長とする対策本部を設置し、情報連

絡チーム及び顧問弁護士等を含む外部アドバイザリーチームを組織し迅速な対応を行い、損害の拡大を防止

し、これを最小限に止める体制を整えることとしております。

（取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制）

・取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を月１回定時に

開催するほか、必要に応じて適宜開催し、経営目標、経営戦略等の決定及び管理等の効率性を確保するととも

に、会社の重要事項等の決定・報告及び取締役の業務執行の監督機能を果たしております。取締役会におい

て決定された事項のうち伝達が必要な事項については、部門長会議にて報告がなされ、情報の共有化が図ら

れることにより迅速に実行に移す体制となっております。

・取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、職務分掌規程においてそれぞれの責任者及びその

責任範囲、執行手続の詳細等について定めております。

（株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制）

・グループ会社における業務の適正を確保するため、当社のグループ企業行動憲章を基礎としてグループ各社

で諸規程を定め、経営管理については連結子会社２社取締役会及び当社取締役会を月１回開催し、連結子会

社を兼務する当社取締役が連結子会社における重要事項の決定・報告を当社取締役会で報告することによ

る子会社経営の管理を行うものとし、必要に応じてモニタリングを行います。取締役は、グループ会社におい

て法令違反及びその他コンプライアンスに関する重要な事項を発見した場合には、監査役に報告することと

しております。

・子会社が当社からの経営管理、経営指導内容が法令に違反し、その他コンプライアンス上問題があると認め

た場合には、グループ会社の取締役会に報告し、直ちに監査役に報告を行うこととしております。監査役は意

見を述べるとともに改善策の策定を求めることができます。
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（監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項）

監査役の職務を補助すべき使用人を置く場合は、監査役の職務を補助すべき使用人として、当社の使用人か

ら監査役補助者を任命することとしております。監査役補助者の評価は監査役が行い、監査役補助者の任命、解

任、人事異動、賃金等の改定については監査役会の同意を得た上で取締役会が決定することとし、取締役からの

独立を確保することとしております。また、監査役補助者は業務の執行にかかる役職を兼務しない旨定めてお

ります。

（取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制及び監査役の監査

が実効的に行われることを確保するための体制）

・当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見した場合、取締役は直ちに監査役及び監査役会に報告す

ることとしております。

・監査役は、必要に応じて取締役及び使用人に対して報告を求めることができることとし、社外監査役には、法

律・会計の専門家に就任いただき、独立性の保持及び的確な監査が行える体制を確保しております。また、監

査役会は代表取締役社長並びに会計監査人と定期的にそれぞれ意見交換会を開催することとしております。

・監査役は、取締役会に出席し、必要に応じて意見を述べることができ、社内の稟議書・議事録等一定の重要文

書については監査役に回付されております。

・社内通報に関する規程を定め、その適切な運用を維持することにより法令違反及びその他コンプライアンス

上の問題について監査役への適切な報告体制を確保することとしております。

(3）役員報酬及び監査報酬

①　当社が当連結会計年度に取締役及び監査役に支払った報酬は以下のとおりです。

・取締役の年間報酬総額　　　　　　　　 116百万円（うち、社外取締役　－百万円）

・監査役の年間報酬総額　　　　　　　　　21百万円（うち、社外監査役　７百万円）

（注）１．取締役の年間報酬総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、平成19年４月24日開催の第56期定時株主総会において年額450百万円以内

（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、平成10年４月27日開催の第47期定時株主総会において年額50百万円以内と

決議いただいております。

４．上記のほか、平成19年４月24日開催の第56期定時株主総会決議に基づき、退任取締役２名に役員退

職慰労金11百万円を支給しております。

②　当期における当社の会計監査人である新日本監査法人に対する監査報酬は、以下のとおりです。

　・公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬　　32百万円

　　上記以外の業務に基づく報酬はありません。

(4）責任限定契約の内容の概要

当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項及び定款第44条の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結しております。 

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める額の合計額としております。 

(5）取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

(6）取締役の選任及び解任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、また累積投票によらない旨定款に定めております。

また、解任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する株主が出席し、その議決

権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。
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(7）剰余金の配当の決定機関

当社は、会社法第454条第５項の規定により、毎年７月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主、又は登

録株式質権者に対し、取締役会の決議により剰余金の配当をすることができる旨定款に定めております。これは、株

主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

(8）自己の株式の取得の決定機関

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨定款

に定めております。これは、機動的な資本政策を可能とすることを目的とするものであります。

(9）株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とす

るものであります。

＜コーポレート・ガバナンス概略図＞

以上をまとめて表にあらわすと次のとおりとなります。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度（平成18年２月１日から平成19年１月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年２月１日から平成20年１月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、第56期（平成18年２月１日から平成19年１月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第57期（平

成19年２月１日から平成20年１月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について
当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年２月１日から平成19年１月31日まで）

及び第56期（平成18年２月１日から平成19年１月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表について、並びに、金融商

品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年２月１日から平成20年１月31日まで）及び

第57期（平成19年２月１日から平成20年１月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表について、新日本監査法人によ

る監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  
前連結会計年度

（平成19年１月31日）
当連結会計年度

（平成20年１月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   6,016   6,822  

２．売掛金   29   100  

３．たな卸資産 ※1,5  86,952   102,803  

４．前渡金 ※５  3,825   1,804  

５．繰延税金資産   36   151  

６．その他   533   775  

流動資産合計   97,395 86.1  112,457 85.5

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物 ※1,5 4,599   5,263   

(2）土地 ※1,5 9,347   11,575   

(3）建設仮勘定 ※５ －   1,234   

(4）その他 ※１ 546   530   

(5) 減価償却累計額  △1,163   △1,444   

有形固定資産合計   13,331   17,158  

２．無形固定資産        

(1）ソフトウェア   171   122  

(2）その他   18   17  

無形固定資産合計   190   140  

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   1,281   616  

(2）繰延税金資産   327   495  

(3）その他 ※1,2  609   612  

(4）貸倒引当金   △46   △24  

投資その他の資産
合計

  2,172   1,699  

固定資産合計   15,694 13.9  18,999 14.5

資産合計   113,089 100.0  131,456 100.0
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前連結会計年度

（平成19年１月31日）
当連結会計年度

（平成20年１月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形及び営業未払
金

  12,741   9,919  

２．短期借入金 ※１  47,000   64,735  

３．１年内返済予定長期借
入金

※１  4,014   13,530  

４．未払法人税等   866   210  

５．賞与引当金   70   41  

６．その他 ※１  1,550   1,083  

流動負債合計   66,244 58.6  89,521 68.1

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金 ※１  6,517   2,839  

２．退職給付引当金   533   596  

３．役員退職引当金   397   422  

４．長期預り金   －   67  

固定負債合計   7,447 6.6  3,926 3.0

負債合計   73,691 65.2  93,447 71.1

        

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   7,798 6.9  7,809 5.9

２．資本剰余金   8,090 7.1  8,101 6.1

３．利益剰余金   23,300 20.6  22,186 16.9

４．自己株式   △40 △0.0  △40 △0.0

株主資本合計   39,149 34.6  38,055 28.9

Ⅱ　評価・換算差額等        

その他有価証券評価差
額金

  248 0.2  △46 △0.0

評価・換算差額等合計   248 0.2  △46 △0.0

純資産合計   39,397 34.8  38,009 28.9

負債純資産合計   113,089 100.0  131,456 100.0
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②【連結損益計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   118,669 100.0  103,191 100.0

Ⅱ　売上原価   101,177 85.3  90,667 87.9

売上総利益   17,491 14.7  12,524 12.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1,2  11,730 9.9  10,442 10.1

営業利益   5,761 4.8  2,081 2.0

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  －   8   

２．受取配当金  13   13   

３．受取保険金  15   17   

４．受取家賃  7   5   

５．保険返戻金  18   －   

６．不動産取得税還付  19   －   

７．受取賠償金  －   7   

８．その他  18 93 0.1 10 62 0.0

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  497   967   

２．融資手数料  185   196   

３．その他  128 811 0.7 113 1,277 1.2

経常利益   5,043 4.2  866 0.8

Ⅵ　特別利益        

１．固定資産売却益 ※３ 39   －   

２．投資有価証券売却益  － 39 0.0 365 365 0.4

Ⅶ　特別損失        

１．販売用不動産評価損  71   442   

２．投資有価証券評価損  －   198   

３．支払和解金等  277 349 0.2 － 640 0.6

税金等調整前当期

純利益
  4,732 4.0  591 0.6

法人税、住民税及び

事業税
 2,164   628   

法人税等調整額  0 2,165 1.8 △80 548 0.6

当期純利益   2,567 2.2  43 0.0
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年２月１日　至　平成19年１月31日）

 

株主資本
評価・換算
差額等

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

平成18年１月31日　残高
（百万円）

7,782 8,074 21,988 △38 37,807 230 38,038

連結会計年度中の変動額        

新株の発行（新株引受権
の行使）

16 16   32  32

剰余金の配当（注）   △618  △618  △618

剰余金の配当   △618  △618  △618

利益処分による役員賞与
（注）

  △19  △19  △19

当期純利益   2,567  2,567  2,567

自己株式の取得    △2 △2  △2

自己株式の処分   △0 0 0  0

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額
（純額）

     17 17

連結会計年度中の変動額
合計

（百万円）
16 16 1,311 △1 1,342 17 1,359

平成19年１月31日　残高
（百万円）

7,798 8,090 23,300 △40 39,149 248 39,397

（注）平成18年４月25日開催の定時株主総会における利益処分項目であります。

当連結会計年度（自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日）

 

株主資本
評価・換算
差額等

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

平成19年１月31日　残高
（百万円）

7,798 8,090 23,300 △40 39,149 248 39,397

連結会計年度中の変動額        

新株の発行（新株引受権
の行使）

10 10   21  21

剰余金の配当   △1,157  △1,157  △1,157

当期純利益   43  43  43

自己株式の取得    △0 △0  △0

自己株式の処分   △0 0 0  0

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額
（純額）

     △294 △294

連結会計年度中の変動額
合計

（百万円）
10 10 △1,114 △0 △1,093 △294 △1,388

平成20年１月31日　残高
（百万円）

7,809 8,101 22,186 △40 38,055 △46 38,009
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  4,732 591

減価償却費  330 467

引当金の増加額  69 38

受取利息及び受取配当金  △13 △22

支払利息  497 967

投資有価証券売却益  － △365

投資有価証券評価損  － 198

売上債権の減少・増加（△）額  13 △71

たな卸資産の増加（△）額  △12,011 △17,379

その他の流動資産の増加（△）・
減少額

 △2,500 962

仕入債務の増加・減少（△）額  1,144 △2,822

その他の流動負債の減少（△）額  △186 △365

その他固定負債の増加額  － 67

役員賞与の支払額  △19 －

その他  △9 89

小計  △7,951 △17,643

利息及び配当金の受取額  13 18

利息の支払額  △480 △1,002

法人税等の支払額  △2,854 △1,288

営業活動によるキャッシュ・フロー  △11,272 △19,915

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △1,637 △2,070

有形固定資産の売却による収入  473 30

無形固定資産の取得による支出  △79 △9

投資有価証券の取得による支出  △3 △136

投資有価証券の売却による収入  － 472

その他  2 －

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,244 △1,713

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増加額  1,950 17,734

長期借入金の借入による収入  10,825 10,815

長期借入金の返済による支出  △478 △4,976

株式の発行による収入  31 21

自己株式の取得による支出  △2 △0

自己株式の売却による収入  0 0

配当金の支払額  △1,237 △1,157

財務活動によるキャッシュ・フロー  11,089 22,436

Ⅳ　現金及び現金同等物の減少（△）・
増加額

 △1,427 806

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高  7,443 6,016

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 ※ 6,016 6,822
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数　　　２社

連結子会社名

ティ・ジェイホームサービス株式会社

ブルーミング・ガーデン住宅販売株式

会社

同左

２．持分法の適用に関する

事項

持分法を適用していない関連会社（住宅

新興事業協同組合）は、当期純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がないため、持分法

の適用範囲から除外しております。

同左

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決

算日と一致しております。

同左

４．会計処理基準に関する

事項

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの　　　

連結決算日の市場価格等に基づく

時価法

（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの　　　

同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

 ②　たな卸資産　　　

販売用不動産、仕掛販売用不動産及

び未成工事支出金

個別法による原価法

原材料

総平均法による原価法

貯蔵品

最終仕入原価法による原価法

②　たな卸資産　　　

販売用不動産、仕掛販売用不動産及

び未成工事支出金

同左

原材料

同左

貯蔵品

同左

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①　有形固定資産

定率法

但し、平成10年４月１日以降に取
得した建物（附属設備を除く）につ

いては、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物　　３～50年　　　

①　有形固定資産

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

 ―――――― （会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、当連結会計年度

より、平成19年４月１日以後に取得した有
形固定資産について、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に変更しておりま

す。

これにより、営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益は、それぞれ６百万円

減少しております。 

 ②　無形固定資産

定額法

但し、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法によって

おります。

②　無形固定資産

同左

 ③　長期前払費用

定額法

③　長期前払費用

同左

(3）繰延資産の処理方法 株式交付費

株式交付費は、支出時に全額費用処理し

ております。

株式交付費

同左

(4）重要な引当金の計上

基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

①　貸倒引当金

同左

 ②　賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、支

給見込額のうち当連結会計年度に負担

すべき額を計上しております。

②　賞与引当金

同左

 ③　役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額に基づき計上

しております。

③　役員賞与引当金

同左

 ④　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき当連結

会計年度において発生していると認め

られる額を計上しております。

数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（７年）の定額法により、翌連

結会計年度から費用処理することとし

ております。

④　退職給付引当金

同左

 ⑤　役員退職引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、役員退職慰労金規程に基づく当連

結会計年度末要支給額を計上しており

ます。

⑤　役員退職引当金

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

(5）重要なリース取引の

処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

同左

(6）その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項

消費税等の会計処理

①　税抜方式を採用しております。

②　控除対象外消費税等のうち、固定資産に

係るものは投資その他の資産のその他

に計上し、５年間で均等償却を行って

おり、それ以外は発生連結会計年度の

期間費用としております。

消費税等の会計処理

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しております。

同左

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能でありかつ価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する短期的な投

資からなっております。

同左

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

（役員賞与に関する会計基準）

当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用してお

ります。これによる損益に与える影響はありません。

―――――――

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日）を適用しております。

従来の資本の部の合計に相当する金額は39,397百万円で

あります。

なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度に

おける連結貸借対照表の純資産の部については、改正後の

連結財務諸表規則により作成しております。

―――――――
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表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

（連結貸借対照表）

「１年内返済予定長期借入金」は、前連結会計年度ま

で流動負債の「短期借入金」に含めて表示しておりまし

たが、当連結会計年度において金額の重要性が増したた

め、区分掲記しております。

なお、前連結会計年度における「１年内返済予定長期

借入金」の金額は19百万円であります。

―――――――

（連結損益計算書） （連結損益計算書）

(1）「保険返戻金」は、前連結会計年度まで営業外収益の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結会計

年度において営業外収益の総額の100分の10を超えたた

め区分掲記しております。

なお、前連結会計年度における「保険返戻金」の金額

は５百万円であります。

(1）「受取利息」は、前連結会計年度まで営業外収益の「そ

の他」に含めて表示しておりましたが、当連結会計年度

において営業外収益の総額の100分の10を超えたため区

分掲記しております。

なお、前連結会計年度における「受取利息」の金額は

０百万円であります。

(2）「不動産取得税還付」は、前連結会計年度まで営業外収

益の「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結

会計年度において営業外収益の総額の100分の10を超え

たため区分掲記しております。

なお、前連結会計年度における「不動産取得税還付」

の金額は１百万円であります。

(2）「受取賠償金」は、前連結会計年度まで営業外収益の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結会計

年度において営業外収益の総額の100分の10を超えたた

め区分掲記しております。

なお、前連結会計年度における「受取賠償金」の金額

は２百万円であります。

追加情報

前連結会計年度
（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

────── 当社の賃貸事業における賃借人より受領する敷金につ

いて、従来は流動負債の預り金に計上しておりましたが、

このうち預り期間が１年を超えるものについて、重要性が

増したため、当連結会計年度より固定負債の長期預り金に

計上することといたしました。なお、従来の方法によった

場合と比較して、流動負債は67百万円減少し、固定負債は

同額増加しております。 
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年１月31日）

当連結会計年度
（平成20年１月31日）

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は、

次のとおりであります。

担保に供している資産   

建物 793百万円

土地 1,127 

構築物（有形固定資産「その

他」に含む）
15
 

計 1,936百万円

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は、

次のとおりであります。

担保に供している資産   

たな卸資産 7,181百万円

建物 768 

土地 1,127 

構築物（有形固定資産「その

他」に含む）
13
 

差入敷金保証金（投資その他

の資産「その他」に含む）
23
 

計 9,114百万円

上記のほか、担保権の設定が留保されているたな卸資

産（建物）が495百万円と、たな卸資産（土地）が

9,795百万円あります。

上記に対応する債務   

短期借入金 5,358百万円

１年内返済予定長期借入金 3,560 

長期借入金 1,984 

計 10,903百万円

上記のほか、担保権の設定が留保されているたな卸資

産（建物）が1,124百万円と、たな卸資産（土地）が

9,720百万円あります。

上記に対応する債務   

短期借入金 9,105百万円

１年内返済予定長期借入金 9,609 

長期借入金 2,839 

前受金（流動負債「その他」

に含む）
2
 

計 21,557百万円

※２．関連会社に対するものは次のとおりであります。

出資金                        　 102百万円

※２．関連会社に対するものは次のとおりであります。

出資金                        　 102百万円

３．借入金に関し、コミットメントライン契約53,200百

万円及び当座貸越契約34,400百万円を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未

実行残高は次のとおりであります。

コミットメントライン 53,200百万円

当座貸越 34,400 

借入実行残高 46,870 

借入未実行残高 40,729百万円

３．借入金に関し、コミットメントライン契約48,575百

万円及び当座貸越契約33,200百万円を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未

実行残高は次のとおりであります。

コミットメントライン 48,575百万円

当座貸越 33,200 

借入実行残高 61,364 

借入未実行残高 20,410百万円

　４．債務保証

当社顧客の住宅ローン利用者に対し４百万円の債

務保証を行っております。

この債務保証は、住宅ローン利用者の金融機関に対

する借入金の連帯保証債務であります。

　４．偶発債務

(1) 債務保証

当社顧客の住宅ローン利用者に対し４百万円の債

務保証を行っております。

　この債務保証は、住宅ローン利用者の金融機関に対

する借入金の連帯保証債務であります。
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前連結会計年度
（平成19年１月31日）

当連結会計年度
（平成20年１月31日）

 (2) 訴訟関係

当社は、平成17年３月28日付で、東京労働局より平

成14年度及び平成15年度の当社戸建分譲事業につい

て「元請負人（労働保険徴収法第８条１項）」とし

て認定され、労働保険料の確定保険料の申告不足及び

追徴について認定決定処分（平成14年度申告不足分

134百万円、平成15年度申告不足分174百万円　追徴金

含む）を受けました。当社は当該査定物件の「元請負

人」に該当しないとして、同年５月26日に東京労働局

に対して処分取消異議申し立てを行ったものの、同年

８月22日付で異議申し立て棄却決定がなされました。

そのため同年９月22日に厚生労働大臣に対して処分

取消を求める審査請求を行いましたが、行政事件訴訟

法に定める３ヶ月を経過するも裁決がないため、平成

18年３月22日に国に対し提訴（総額309百万円）し、

係争中でありましたが、東京地方裁判所において平成

20年４月17日に当社が全面的に勝訴する第一審判決

が出されました。

なお、平成14年度及び平成15年度の労働保険料の申

告不足額及び追徴額については、すでに仮納付し、連

結貸借対照表の流動資産「その他」に含めておりま

す。

※５．販売用不動産の保有目的の変更

販売用不動産を、保有目的の変更により、有形固定

資産（建物1,122百万円、土地2,760百万円）に振り替

えました。

※５．販売用不動産の保有目的の変更

販売用不動産等を、保有目的の変更により、有形固

定資産（建物311百万円、土地1,218百万円、建設仮勘定

825百万円）に振り替えました。

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

支払手数料 2,010百万円

広告宣伝費 2,920 

従業員給与手当 2,445 

賞与引当金繰入額 51 

退職給付費用 143 

役員退職引当金繰入額 43 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

支払手数料 1,714百万円

広告宣伝費 2,454 

従業員給与手当 2,411 

賞与引当金繰入額 37 

退職給付費用 102 

役員退職引当金繰入額 42 

※２．一般管理費に含まれる研究開発費

71百万円

※２．一般管理費に含まれる研究開発費

11百万円

※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

土地 22百万円

建物 16 

車両運搬具 0 

計 39 

※３．　　　　　　――――――
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年２月１日　至　平成19年１月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注）１ 26,897,956 23,800 － 26,921,756

合計 26,897,956 23,800 － 26,921,756

自己株式     

普通株式（注）２，３ 12,007 984 88 12,903

合計 12,007 984 88 12,903

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加23,800株は、旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権（ストック・オ

プション）の権利行使に伴う新株の発行によるものであります。

２．普通株式の自己株式数の増加984株は単元未満株式の買取りによる増加、減少88株は単元未満株式の買増しに

よる減少であります。

３．株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式の560株は含まれておりません。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成18年４月25日

定時株主総会
普通株式 618 23 平成18年１月31日 平成18年４月26日

平成18年９月15日

取締役会
普通株式 618 23 平成18年７月31日 平成18年10月19日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年４月24日

定時株主総会
普通株式 618 利益剰余金 23 平成19年１月31日 平成19年４月25日

当連結会計年度（自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注）１ 26,921,756 15,600 － 26,937,356

合計 26,921,756 15,600 － 26,937,356

自己株式     

普通株式（注）２，３ 12,903 600 64 13,439

合計 12,903 600 64 13,439

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加15,600株は、旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権（ストック・オ

プション）の権利行使に伴う新株の発行によるものであります。

２．普通株式の自己株式数の増加600株は単元未満株式の買取りによる増加、減少64株は単元未満株式の買増しに

よる減少であります。
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３．株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式の560株は含まれておりません。

２. 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年４月24日

定時株主総会
普通株式 618 23 平成19年１月31日 平成19年４月25日

平成19年９月14日

取締役会
普通株式 538 20 平成19年７月31日 平成19年10月16日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年４月25日

定時株主総会
普通株式 538 利益剰余金 20 平成20年１月31日 平成20年４月28日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成19年１月31日現在）

現金及び預金勘定 6,016百万円

現金及び現金同等物 6,016 

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成20年１月31日現在）

現金及び預金勘定 6,822百万円

現金及び現金同等物 6,822 

（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額

減価償却累
計額相当額

期末残高
相当額

 百万円 百万円 百万円

工具器具備品 11 7 4

車両運搬具 39 16 22

ソフトウェア 38 18 19

合　計 89 42 46

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額

減価償却累
計額相当額

期末残高
相当額

 百万円 百万円 百万円

工具器具備品 15 9 5

車両運搬具 32 18 13

ソフトウェア 31 7 24

合　計 78 34 43

(注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産等の期末残高に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

同左

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 11百万円

１年超 34 

合計 46百万円

１年内 13百万円

１年超 29 

合計 43百万円

(注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産等の期末残高に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。

同左

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 23百万円

減価償却費相当額 23百万円

支払リース料 16百万円

減価償却費相当額 16百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

同左
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（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類

前連結会計年度
（平成19年１月31日）

当連結会計年度
（平成20年１月31日）

取得原価
（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

取得原価
（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの

(1）株式 95 514 418 5 12 6

(2）債券       

①国債・地方債等 － － － － － －

②社債 － － － － － －

③その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

 小計 95 514 418 5 12 6

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの

(1）株式 － － － 221 136 △84

(2）債券       

①国債・地方債等 － － － － － －

②社債 － － － － － －

③その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

 小計 － － － 221 136 △84

合計 95 514 418 227 148 △78

２．時価評価されていない有価証券

種類

前連結会計年度
（平成19年１月31日）

当連結会計年度
（平成20年１月31日）

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券   

非上場株式 767 467

合計 767 467

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日）

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

472 365 －

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

当社グループはデリバティブ取引を行っておりませんの

で該当事項はありません。

同左
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　　当社グループは、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。

２．退職給付債務及びその内訳

 前連結会計年度
（平成19年１月31日）

当連結会計年度
（平成20年１月31日）

(1）退職給付債務

(2）年金資産

(3）未積立退職給付債務（1）+（2）

(4）会計基準変更時差異の未処理額

(5）未認識数理計算上の差異

(6）未認識過去勤務債務

(7）連結貸借対照表計上額純額

（3）+（4）+（5）+（6）

(8）前払年金費用

(9）退職給付引当金（7）-（8）

△720百万円

268 

△452 

－ 

△80 

－ 

△533 

－ 

△533 

△744百万円

268 

△475 

－ 

△121 

－ 

△596 

－ 

△596 

３．退職給付費用の内訳

 前連結会計年度
（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

退職給付費用 180百万円 138百万円

(1) 勤務費用 144 128

(2) 利息費用 15 14

(3) 期待運用収益 △5 △5

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 25 1

４．退職給付債務の計算基礎

 前連結会計年度
（平成19年１月31日）

当連結会計年度
（平成20年１月31日）

(1) 割引率（％） 2.0 同左

(2) 期待運用収益率（％） 2.0 同左

(3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左

(4) 数理計算上の差異の処理年数（年） 7 同左

 （発生時の従業員の平均残存勤務期

間内の一定の年数による定額法によ

り、翌連結会計年度から費用処理する

こととしております。）
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成18年２月１日　至　平成19年１月31日）
１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成12年ストック・オプション

（旧商法280条ノ19の規定に基づく新株引受権） 

付与対象者の区分及び数
当社取締役 

当社従業員 

4

145

名

 名

ストック・オプション数 普通株式 804,960 株

付与日 平成12年５月24日

権利確定条件

対象者は、新株引受権の行使時において、当社又

は当社の関係会社の取締役、監査役又は従業員で

あることを要する。

その他の権利行使に関する条件については、平

成12年４月27日開催の株主総会以後に開催された

取締役会決議により決定し、対象者との間で締結

する新株引受権付与契約に定めたところによるも

のとする。

対象勤務期間  対象勤務期間の定めはありません

権利行使期間
 平成14年６月１日から

平成19年５月31日まで

（注）ストック・オプション数は株式数に換算して記載しております。

なお、上記に記載されたストック・オプション数は、平成16年３月19日付の株式分割（１：1.2）及び平成16年９月
16日付の株式分割（１：1.3）による分割後の株式数に換算して記載しております。 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況
当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

  
平成12年ストック・オプション

（旧商法280条ノ19の規定に基づく新株引受権） 

権利確定前 （株）  

前連結会計年度末  －

付与  －

失効  －

権利確定  －

未確定残  －

権利確定後 （株）  

前連結会計年度末  62,300

権利確定  －

権利行使  23,800

失効  －

未行使残  38,500

（注）平成16年３月19日付の株式分割（１：1.2）及び平成16年９月16日付の株式分割（１：1.3）による分割後の株式
数に換算して記載しております。

②　単価情報

  
平成12年ストック・オプション

（旧商法280条ノ19の規定に基づく新株引受権） 

権利行使価格 （円） 1,368

行使時平均株価 （円） 2,288.15

公正な評価単価（付与日） （円） －

（注）権利行使価格は平成16年３月19日付の株式分割（１：1.2）及び平成16年９月16日付の株式分割（１：1.3）によ
る分割後の価格を記載しております。 

当連結会計年度（自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日）
１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況
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(1）ストック・オプションの内容

 
平成12年ストック・オプション

（旧商法280条ノ19の規定に基づく新株引受権） 

付与対象者の区分及び数
当社取締役

当社従業員

4

145

名

 名

ストック・オプション数 普通株式 804,960 株

付与日 平成12年５月24日

権利確定条件

対象者は、新株引受権の行使時において、当社又

は当社の関係会社の取締役、監査役又は従業員であ

ることを要する。

その他の権利行使に関する条件については、平成

12年４月27日開催の株主総会以後に開催された取

締役会決議により決定し、対象者との間で締結する

新株引受権付与契約に定めたところによるものと

する。

対象勤務期間  対象勤務期間の定めはありません

権利行使期間
 平成14年６月１日から

平成19年５月31日まで

（注）ストック・オプション数は株式数に換算して記載しております。

なお、上記に記載されたストック・オプション数は、平成16年３月19日付の株式分割（１：1.2）及び平成16年９月
16日付の株式分割（１：1.3）による分割後の株式数に換算して記載しております。 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況
当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

  
平成12年ストック・オプション

（旧商法280条ノ19の規定に基づく新株引受権） 

権利確定前 （株）  

前連結会計年度末  －

付与  －

失効  －

権利確定  －

未確定残  －

権利確定後 （株）  

前連結会計年度末  38,500

権利確定  －

権利行使  15,600

失効  22,900

未行使残  －

（注）平成16年３月19日付の株式分割（１：1.2）及び平成16年９月16日付の株式分割（１：1.3）による分割後の株式
数に換算して記載しております。

②　単価情報

  
平成12年ストック・オプション

（旧商法280条ノ19の規定に基づく新株引受権） 

権利行使価格 （円） 1,368

行使時平均株価 （円） 1,713.14

公正な評価単価（付与日） （円） －

（注）権利行使価格は平成16年３月19日付の株式分割（１：1.2）及び平成16年９月16日付の株式分割（１：1.3）によ
る分割後の価格を記載しております。 
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成19年１月31日）

当連結会計年度
（平成20年１月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

(1）流動資産 (1）流動資産

繰延税金資産   

未払事業税否認 70百万円

原価算入調整額 56 

賞与引当金繰入超過額 28 

その他 15 

繰延税金資産小計 171 

評価性引当額 △5 

繰延税金資産合計 165 

繰延税金負債   

仮払労働保険料認定損 △126 

その他 △2 

繰延税金負債合計 △129 

繰延税金資産の純額 36 

繰延税金資産   

未払事業税否認 23百万円

原価算入調整額 65 

賞与引当金繰入超過額 17 

販売用不動産評価損 164 

その他 33 

繰延税金資産小計 304 

評価性引当額 △18 

繰延税金資産合計 286 

繰延税金負債   

仮払労働保険料認定損 △134 

繰延税金負債合計 △134 

繰延税金資産の純額 151 

(2）固定資産 (2）固定資産

繰延税金資産   

繰越欠損金 160百万円

退職給付引当金繰入超過額 218 

役員退職引当金 161 

貸倒引当金繰入超過額 18 

減価償却費等超過額 3 

固定資産評価損否認 68 

その他 49 

繰延税金資産小計 681 

評価性引当額 △182 

繰延税金資産合計 498 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △170 

特別償却準備金 △0 

繰延税金負債合計 △170 

繰延税金資産の純額 327 

繰延税金資産   

繰越欠損金 363百万円

退職給付引当金繰入超過額 244 

役員退職引当金 172 

貸倒引当金繰入超過額 10 

減価償却費等超過額 33 

固定資産評価損否認 61 

その他有価証券評価差額金 32 

その他 52 

繰延税金資産小計 969 

評価性引当額 △474 

繰延税金資産合計 495 

繰延税金負債   

特別償却準備金 △0 

繰延税金負債合計 △0 

繰延税金資産の純額 495 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に生じた差異

原因の項目別内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に生じた差異

原因の項目別内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）   

同族会社の留保金課税 0.2 

住民税均等割 0.5 

交際費等永久に損金に算入され

ない項目

 

0.5

 

評価性引当額 3.9 

その他 △0.1 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率

 

45.7

 

法定実効税率 40.7％

（調整）   

住民税均等割 4.0 

交際費等永久に損金に算入され

ない項目
3.3
 

評価性引当額 50.9 

過年度法人税等 △5.5 

その他 △0.7 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率

 

92.7
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年２月１日　至　平成19年１月31日）

全セグメントの売上高の合計、営業利益及びセグメントの資産の金額の合計額に占める不動産分譲事業の割

合が、いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

当連結会計年度（自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日）

全セグメントの売上高の合計、営業利益及びセグメントの資産の金額の合計額に占める不動産分譲事業の割

合が、いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年２月１日　至　平成19年１月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店については該当事項がないため、所在地別セグメ

ント情報を記載しておりません。

当連結会計年度（自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店については該当事項がないため、所在地別セグメ

ント情報を記載しておりません。

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成18年２月１日　至　平成19年１月31日）

海外売上高については該当事項がないため、海外売上高を記載しておりません。

当連結会計年度（自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日）

海外売上高については該当事項がないため、海外売上高を記載しておりません。

【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自　平成18年２月１日　至　平成19年１月31日）

役員及び個人主要株主等

属性
会社等

の名称
住所

資本金又は

出資金

（百万円）

事業の

内容又

は職業

議決権等

の所有(被
所有)割合
（％）

関係内容

取引の

内容

取引金額

（百万円）
科目

期末残高

（百万円）役員の

兼任等

事業上の

関係

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社等

㈱華寛
東京都

杉並区
10 不動産業 － － －

土地の

購入
43 － －

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

取引価格については、不動産鑑定士による鑑定評価額に基づいております。

当連結会計年度（自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日）

役員及び個人主要株主等

属性
会社等

の名称
住所

資本金又は

出資金

（百万円）

事業の

内容又

は職業

議決権等

の所有(被
所有)割合
（％）

関係内容

取引の

内容

取引金額

（百万円）
科目

期末残高

（百万円）役員の

兼任等

事業上の

関係

役員及び

その近親者

佐々野

俊彦
－ －

当社

代表取締

役会長

被所有

直接  4.85
間接 31.99

－ －

有価証券の

売却（注）

 売却代金

 売却益

 

 

300

198

 

 

－

－

 

 

－

－

（注）当社取得価額による譲渡であります。

EDINET提出書類

株式会社東栄住宅(E03976)

有価証券報告書

51/80



（１株当たり情報）

項目
前連結会計年度

（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

１株当たり純資産額 1,464円11銭 1,411円72銭

１株当たり当期純利益 95円46銭 1円60銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 95円40銭 1円60銭

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

１株当たり当期純利益   

当期純利益　　　　　　　（百万円） 2,567 43

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,567 43

期中平均株式数　　　　　（千株） 26,900 26,920

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

普通株式増加数　　　　　（千株） 17 2

（うち旧商法第280条ノ19の規定に基
  づく新株引受権）

(17) (2)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含

めなかった潜在株式の概要

―――――― ――――――

（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

該当事項はありません。 同左
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 47,000 64,735 1.2 －

１年以内に返済予定の長期借入金 4,014 13,530 1.3 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 6,517 2,839 1.3 平成21年～平成28年

その他の有利子負債 － － － －

合計 57,532 81,105 － －

（注）１．平均利率については、期中平均借入残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額は以

下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 1,724 259 259 259

（２）【その他】

該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
第56期

（平成19年１月31日）
第57期

（平成20年１月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   5,742   6,656  
２．販売用不動産 ※1,5  21,444   44,116  
３．原材料   0   3  
４．仕掛販売用不動産 ※１  59,059   51,747  
５．未成工事支出金   6,251   4,073  
６．貯蔵品   65   39  
７．前渡金 ※５  3,822   1,791  
８．前払費用   99   112  
９．繰延税金資産   176   464  
10．関係会社短期貸付金   －   1,351  
11．その他   909   708  
12．貸倒引当金   △350   △782  
流動資産合計   97,222 86.6  110,284 85.8

Ⅱ　固定資産        

(1) 有形固定資産        

１．建物 ※1,5 4,048   4,728   

減価償却累計額  822 3,226  1,022 3,705  
２．構築物 ※１ 34   31   

減価償却累計額  14 19  16 14  
３．機械装置  32   32   

減価償却累計額  22 9  24 8  
４．車両運搬具  15   15   

減価償却累計額  6 9  9 6  
５．工具器具備品  406   394   

減価償却累計額  217 188  271 122  
６．土地 ※1,5  8,788   11,015  
７．建設仮勘定 ※５  －   1,234  
有形固定資産合計   12,241 10.9  16,107 12.5

(2）無形固定資産        

１．ソフトウェア   98   67  
２．電話加入権   15   15  
３．その他   1   0  
無形固定資産合計   114 0.1  83 0.1

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   1,281   616  
２．関係会社株式   50   50  
３．出資金   5   5  
４．関係会社出資金   102   102  
５．関係会社長期貸付金   482   434  
６．固定化債権 ※２  23   1  
７．長期前払費用   5   11  
８．繰延税金資産   303   444  
９．差入敷金保証金 ※１  193   154  
10．その他   245   287  
11．貸倒引当金   △46   △24  

投資その他の資産合計   2,646 2.4  2,082 1.6

固定資産合計   15,003 13.4  18,273 14.2

資産合計   112,225 100.0  128,558 100.0
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第56期

（平成19年１月31日）
第57期

（平成20年１月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形   6,745   5,325  
２．営業未払金   5,737   4,304  
３．短期借入金 ※１  46,979   62,519  
４．１年内返済予定長期借

入金
※１  3,971   13,487  

５．未払金   881   440  
６．未払費用   101   96  
７．未払法人税等   866   186  
８．前受金 ※１  269   280  
９．預り金   100   88  
10．賞与引当金   53   34  
11．その他   112   56  
流動負債合計   65,816 58.7  86,820 67.5

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金 ※１  6,167   2,533  
２．退職給付引当金   450   497  
３．役員退職引当金   377   394  
４．長期預り金   －   62  

固定負債合計   6,995 6.2  3,487 2.7

負債合計   72,811 64.9  90,307 70.2
        

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   7,798 6.9  7,809 6.1
２．資本剰余金        

資本準備金  8,090   8,101   

資本剰余金合計   8,090 7.2  8,101 6.3
３．利益剰余金        

(1）利益準備金  179   179   

(2）その他利益剰余金        

特別償却準備金  0   0   

別途積立金  6,500   6,500   

繰越利益剰余金  16,637   15,748   

利益剰余金合計   23,316 20.8  22,427 17.4
４．自己株式   △40 △0.0  △40 △0.0
株主資本合計   39,165 34.9  38,296 29.8

Ⅱ　評価・換算差額等        

その他有価証券評価

差額金
  248 0.2  △46 △0.0

評価・換算差額等合計   248 0.2  △46 △0.0

純資産合計   39,413 35.1  38,250 29.8

負債純資産合計   112,225 100.0  128,558 100.0
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②【損益計算書】

  
第56期

（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

第57期
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高        

１．不動産販売高  114,547   97,818   

２．請負工事収入  2,348   1,137   

３．賃貸収入  151   438   

４．その他  217 117,264 100.0 220 99,616 100.0

Ⅱ　売上原価        

１．不動産販売原価  98,180   86,631   

２．請負工事原価  1,750   848   

３．賃貸原価  100   157   

４．その他  56 100,089 85.4 42 87,680 88.0

売上総利益   17,175 14.6  11,936 12.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費        

１．支払手数料  2,460   1,657   

２．広告宣伝費  2,603   2,340   

３．役員報酬  166   138   

４．従業員給料手当  1,901   1,882   

５．賞与  218   137   

６．賞与引当金繰入額  34   24   

７．退職給付費用  117   79   

８．役員退職引当金繰入額  29   28   

９．法定福利費  314   298   

10．福利厚生費  74   96   

11．通信交通費  192   166   

12．減価償却費  150   160   

13．賃借料  345   337   

14．租税公課  657   598   

15．交際費  61   49   

16．保険料  55   58   

17．消耗品費  103   42   

18．研究開発費 ※１ 71   11   

19．その他  1,545 11,104 9.4 1,360 9,468 9.5

営業利益   6,070 5.2  2,467 2.5
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第56期

（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

第57期
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息 ※２ 15   39   

２．受取配当金  13   13   

３．受取保険金  15   15   

４．受取家賃  6   5   

５．保険返戻金  18   －   

６．不動産取得税還付  19   －   

７．その他 ※２ 22 112 0.1 13 87 0.1

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  492   938   

２．融資手数料  185   196   

３．その他  112 789 0.7 104 1,238 1.3

経常利益   5,393 4.6  1,315 1.3

Ⅵ　特別利益        

１．固定資産売却益 ※３ 39   －   

２．投資有価証券売却益  － 39 0.0 365 365 0.4

Ⅶ　特別損失        

１．販売用不動産評価損  71   406   

２．投資有価証券評価損  －   198   

３．関係会社株式評価損  52   －   

４．関係会社貸付金貸倒引
当金繰入額

 350   432   

５．支払和解金等  277 751 0.6 － 1,037 1.0

税引前当期純利益   4,680 4.0  644 0.7

法人税、住民税及び事業
税

 2,158   602   

法人税等調整額  △193 1,964 1.7 △226 376 0.4

当期純利益   2,715 2.3  268 0.3
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不動産販売原価明細書

  
第56期

（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

第57期
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　土地購入費  67,417 68.7 55,382 63.9

Ⅱ　材料費  10,456 10.6 9,959 11.5

Ⅲ　労務費  1,145 1.2 1,151 1.3

Ⅳ　外注費  18,991 19.3 19,958 23.1

Ⅴ　経費  170 0.2 180 0.2

計  98,180 100.0 86,631 100.0

      

（注）原価計算の方法は個別実際原価計算によっております。

請負工事原価明細書

  
第56期

（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

第57期
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  625 35.7 313 36.9

Ⅱ　労務費  58 3.4 29 3.4

Ⅲ　外注費  1,060 60.6 503 59.3

Ⅳ　経費  5 0.3 3 0.4

計  1,750 100.0 848 100.0

      

（注）原価計算の方法は個別実際原価計算によっております。

賃貸原価明細書

  
第56期

（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

第57期
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　減価償却費  51 50.7 99 63.3

Ⅱ　その他経費  49 49.3 57 36.7

計  100 100.0 157 100.0

      

その他売上原価明細書

  
第56期

（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

第57期
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

部材費等  56 100.0 42 100.0

計  56 100.0 42 100.0
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③【株主資本等変動計算書】

第56期（自　平成18年２月１日　至　平成19年１月31日）

 

株主資本
 評価・
換算
差額等

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他
有価証券
評価
差額金

資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

特別償却
準備金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年１月31日　残高
（百万円）

7,782 8,074 8,074 179 1 6,500 15,176 21,857 △38 37,675 230 37,906

事業年度中の変動額             

新株の発行（新株引受権
の行使）

16 16 16       32  32

特別償却準備金の取崩し
（注）

    △0  0 －  －  －

特別償却準備金の取崩し     △0  0 －  －  －

剰余金の配当（注）       △618 △618  △618  △618

剰余金の配当       △618 △618  △618  △618

利益処分による役員賞与
（注）

      △19 △19  △19  △19

当期純利益       2,715 2,715  2,715  2,715

自己株式の取得         △2 △2  △2

自己株式の処分       △0 △0 0 0  0

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額）

          17 17

事業年度中の変動額合計
（百万円）

16 16 16 － △1 － 1,460 1,459 △1 1,489 17 1,507

平成19年１月31日　残高
（百万円）

7,798 8,090 8,090 179 0 6,500 16,637 23,316 △40 39,165 248 39,413

（注）平成18年４月25日開催の定時株主総会における利益処分項目であります。

第57期（自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日）

 

株主資本
 評価・
換算
差額等

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他
有価証券
評価
差額金

資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

特別償却
準備金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年１月31日　残高
（百万円）

7,798 8,090 8,090 179 0 6,500 16,637 23,316 △40 39,165 248 39,413

事業年度中の変動額             

新株の発行（新株引受権
の行使）

10 10 10       21  21

特別償却準備金の取崩し     △0  0 －  －  －

剰余金の配当       △1,157 △1,157  △1,157  △1,157

当期純利益       268 268  268  268

自己株式の取得         △0 △0  △0

自己株式の処分       △0 △0 0 0  0

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額）

          △294 △294

事業年度中の変動額合計
（百万円）

10 10 10 － △0 － △888 △889 △0 △868 △294 △1,163

平成20年１月31日　残高
（百万円）

7,809 8,101 8,101 179 0 6,500 15,748 22,427 △40 38,296 △46 38,250
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重要な会計方針

項目

第56期

（自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日）

第57期

（自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式

移動平均法による原価法

(1）子会社株式

同左

 (2）その他有価証券

・時価のあるもの

(2）その他有価証券

・時価のあるもの

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）

同左

 ・時価のないもの

移動平均法による原価法

・時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及び

評価方法

(1）販売用不動産、仕掛販売用不動産及び

未成工事支出金

個別法による原価法

(1）販売用不動産、仕掛販売用不動産及び

未成工事支出金

同左

 (2）原材料

総平均法による原価法

(2）原材料

同左

 (3）貯蔵品

最終仕入原価法による原価法

(3）貯蔵品

同左

３．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

定率法

但し、平成10年４月１日以降に

取得した建物（附属設備を除く）

については、定額法を採用してお

ります。

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　３～50年

(1）有形固定資産

同左

 ――――――  (会計方針の変更)

法人税法の改正に伴い、当事業年

度より、平成19年４月１日以後に取

得した有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償却の方

法に変更しております。

これにより、営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益は、それぞれ６

百万円減少しております。 

 (2）無形固定資産

定額法

但し、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

(2）無形固定資産

同左

 (3）長期前払費用

定額法

(3）長期前払費用

同左

４．繰延資産の処理方法 株式交付費

株式交付費は、支出時に全額費用処理

しております。 

株式交付費

同左
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項目

第56期

（自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日）

第57期

（自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日）

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、

支給見込額のうち当事業年度に負担

すべき額を計上しております。

(2）賞与引当金

同左

 (3）役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき

計上しております。 

(3）役員賞与引当金

同左

 (4）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき当事

業年度において発生していると認め

られる額を計上しております。

数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（７年）の定額法によ

り、翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。

(4）退職給付引当金

同左

 (5）役員退職引当金

役員の退職慰労金の支給に備える

ため、役員退職慰労金規程に基づく

期末要支給額を計上しております。

(5）役員退職引当金

同左

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

同左

７．その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

①税抜方式によっております。

②控除対象外消費税等のうち、固定資

産に係るものは、投資その他の資産

に計上し、５年間で均等償却を行っ

ており、それ以外は発生事業年度の

期間費用としております。

(1）消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

第56期
（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

第57期
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

（役員賞与に関する会計基準）

当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

―――――――

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） ―――――――

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17

年12月９日）を適用しております。

従来の資本の部の合計に相当する金額は39,413百万円で

あります。

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における

貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表等

規則により作成しております。

 

表示方法の変更

第56期
（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

第57期
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

（損益計算書） （貸借対照表）

(1）「保険返戻金」は、前事業年度まで営業外収益の「その

他」に含めて表示しておりましたが、当事業年度におい

て営業外収益の総額の100分の10を超えたため区分掲記

しております。

なお、前事業年度における「保険返戻金」の金額は５

百万円であります。

「関係会社短期貸付金」は、前事業年度まで流動資産の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当事業年度に

おいて総資産の100分の１を超えたため区分掲記しており

ます。

なお、前事業年度末における「関係会社短期貸付金」

の金額は475百万円であります。

(2）「不動産取得税還付」は、前事業年度まで営業外収益の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当事業年度

において営業外収益の総額の100分の10を超えたため区

分掲記しております。

 なお、前事業年度における「不動産取得税還付」の金

額は１百万円であります。

 

追加情報

第56期
（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

第57期
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

――――――― 当社の賃貸事業における賃借人より受領する敷金につ

いて、従来は流動負債の預り金に計上しておりましたが、

このうち預り期間が１年を超えるものについて、重要性が

増したため、当事業年度より固定負債の長期預り金に計上

することといたしました。なお、従来の方法によった場合

と比較して、流動負債は62百万円減少し、固定負債は同額

増加しております。 
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注記事項

（貸借対照表関係）

第56期
（平成19年１月31日）

第57期
（平成20年１月31日）

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は、

次のとおりであります。

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は、

次のとおりであります。

担保に供している資産   

建物 571百万円

構築物 5 

土地 940 

計 1,517百万円

担保に供している資産   

仕掛販売用不動産 5,649百万円

建物 556 

構築物 4 

土地 940 

差入敷金保証金 23 

計 7,173百万円

上記のほか、担保権の設定が留保されている販売用不

動産（建物）が495百万円と、販売用不動産（土地）及

び仕掛販売用不動産（土地）が9,795百万円あります。

上記のほか、担保権の設定が留保されている販売用不

動産（建物）が1,093百万円と、販売用不動産（土地）及

び仕掛販売用不動産（土地）が9,237百万円あります。

上記に対応する債務   

短期借入金 5,337百万円

１年内返済予定長期借入金 3,517 

長期借入金 1,634 

計 10,488百万円

上記に対応する債務   

短期借入金 6,990百万円

１年内返済予定長期借入金 9,566 

長期借入金 2,533 

前受金 2 

計 19,091百万円

※２．固定化債権は、破産債権、再生債権、更生債権その他

これらに準ずる債権であります。　　　　　　 

※２．固定化債権は、破産債権、再生債権、更生債権その他

これらに準ずる債権であります。　　　　　　 

３．借入金に関し、コミットメントライン契約53,200百

万円及び当座貸越契約33,700百万円を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行

残高は次のとおりであります。

コミットメントライン 53,200百万円

当座貸越 33,700 

借入実行残高 46,870 

借入未実行残高 40,029百万円

３．借入金に関し、コミットメントライン契約48,575百

万円及び当座貸越契約31,700百万円を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行

残高は次のとおりであります。

コミットメントライン 48,575百万円

当座貸越 31,700 

借入実行残高 61,181 

借入未実行残高 19,093百万円

４．債務保証

当社顧客の住宅ローン利用者に対し４百万円の債

務保証を行っております。

この債務保証は、住宅ローン利用者の金融機関に対

する借入金の連帯保証債務であります。

４．偶発債務

(1) 債務保証

①　当社顧客の住宅ローン利用者に対し４百万円の債務

保証を行っております。

この債務保証は、住宅ローン利用者の金融機関に対

する借入金の連帯保証債務であります。

②　当社の子会社であります、ブルーミング・ガーデン住

宅販売株式会社の金融機関からの借入金に対して、

2,013百万円の債務保証を行っております。
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第56期
（平成19年１月31日）

第57期
（平成20年１月31日）

 (2) 訴訟関係

当社は、平成17年３月28日付で、東京労働局より平

成14年度及び平成15年度の当社戸建分譲事業につい

て「元請負人（労働保険徴収法第８条１項）」とし

て認定され、労働保険料の確定保険料の申告不足及び

追徴について認定決定処分（平成14年度申告不足分

134百万円、平成15年度申告不足分174百万円　追徴金

含む）を受けました。当社は当該査定物件の「元請負

人」に該当しないとして、同年５月26日に東京労働局

に対して処分取消異議申し立てを行ったものの、同年

８月22日付で異議申し立て棄却決定がなされました。

そのため同年９月22日に厚生労働大臣に対して処分

取消を求める審査請求を行いましたが、行政事件訴訟

法に定める３ヶ月を経過するも裁決がないため、平成

18年３月22日に国に対し提訴（総額309百万円）し、

係争中でありましたが、東京地方裁判所において平成

20年４月17日に当社が全面的に勝訴する第一審判決

が出されました。

なお、平成14年度及び平成15年度の労働保険料の申

告不足額及び追徴額については、すでに仮納付し、貸

借対照表の流動資産「その他」に含めております。

※５．販売用不動産の保有目的の変更

販売用不動産を、保有目的の変更により、有形固定

資産（建物1,122百万円、土地2,760百万円）に振り替

えました。

※５．販売用不動産の保有目的の変更

販売用不動産等を、保有目的の変更により、有形固

定資産（建物311百万円、土地1,218百万円、建設仮勘定

825百万円）に振り替えました。

（損益計算書関係）

第56期
（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

第57期
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

※１．一般管理費に含まれる研究開発費

71百万円

※１．一般管理費に含まれる研究開発費

11百万円

※２．関係会社との取引に係るもの

関係会社との取引に係るものは次のとおりでありま

す。

営業外収益

受取利息　　　　　　　　　　　　 15百万円

その他　　　　　　　　　　　　　  1百万円

※２．関係会社との取引に係るもの

関係会社との取引に係るものは次のとおりでありま

す。

営業外収益

受取利息 30百万円

その他 0百万円

※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

土地 22百万円

建物 16 

車両運搬具 0 

計 39 

※３．　　　　　　　――――――
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（株主資本等変動計算書関係）

第56期（自　平成18年２月１日　至　平成19年１月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）
当事業年度増加株式数

（株）
当事業年度減少株式数

（株）
当事業年度末株式数

（株）

普通株式（注）１，２ 12,007 984 88 12,903

合計 12,007 984 88 12,903

（注）１．普通株式の自己株式数の増加984株は単元未満株式の買取りによる増加、減少88株は単元未満株式の買増しに

よる減少であります。

２．株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式の560株は含まれておりません。

第57期（自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）
当事業年度増加株式数

（株）
当事業年度減少株式数

（株）
当事業年度末株式数

（株）

普通株式（注）１，２ 12,903 600 64 13,439

合計 12,903 600 64 13,439

（注）１．普通株式の自己株式数の増加600株は、単元未満株式の買取りによる増加、減少64株は単元未満株式の買増し

による減少であります。

２．株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式の560株は含まれておりません。
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（リース取引関係）

第56期
（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

第57期
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

（借主側） （借主側）

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 取得価額
相当額

減価償却累
計額相当額

期末残高
相当額

 百万円 百万円 百万円

工具器具備品 11 7 4

車両運搬具 31 15 15

ソフトウェア 25 5 19

合　計 68 28 39

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 取得価額
相当額

減価償却累
計額相当額

期末残高
相当額

 百万円 百万円 百万円

工具器具備品 11 9 2

車両運搬具 24 15 8

ソフトウェア 31 7 24

合　計 67 31 35

(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産等の期末残高に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。

同左

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 10百万円

１年超 28 

合計 39 

１年内 11百万円

１年超 24 

合計 35 

(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産等の期末残高に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しております。

同左

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 20百万円

減価償却費相当額 20百万円

支払リース料 13百万円

減価償却費相当額 13百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

同左

（有価証券関係）

第56期
（平成19年１月31日）

第57期
（平成20年１月31日）

子会社株式で時価のあるものはありません。 同左
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（税効果会計関係）

第56期
（平成19年１月31日）

第57期
（平成20年１月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

(1）流動資産 (1）流動資産

繰延税金資産   

未払事業税否認 70百万円

原価算入調整額 56 

賞与引当金繰入超過額 21 

貸倒引当金繰入超過額 142 

その他 11 

繰延税金資産合計 303 

繰延税金負債   

仮払労働保険料認定損 △126 

繰延税金負債合計 △126 

繰延税金資産の純額 176 

繰延税金資産   

未払事業税否認 21百万円

原価算入調整額 64 

賞与引当金繰入超過額 13 

販売用不動産評価損 148 

貸倒引当金繰入超過額 318 

その他 29 

繰延税金資産合計 596 

繰延税金負債   

仮払労働保険料認定損 △131 

繰延税金負債合計 △131 

繰延税金資産の純額 464 

(2）固定資産 (2）固定資産

繰延税金資産   

退職給付引当金繰入超過額 183百万円

役員退職引当金 153 

貸倒引当金繰入超過額 18 

減価償却費等超過額 2 

固定資産評価損否認 68 

関係会社株式評価損否認 21 

その他 26 

繰延税金資産合計 474 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △170 

特別償却準備金 △0 

繰延税金負債合計 △170 

繰延税金資産の純額 303 

繰延税金資産   

退職給付引当金繰入超過額 202百万円

役員退職引当金 160 

貸倒引当金繰入超過額 10 

減価償却費等超過額 33 

固定資産評価損否認 61 

その他有価証券評価差額金 32 

関係会社株式評価損否認 21 

その他 25 

繰延税金資産小計 546 

評価性引当額 △102 

繰延税金資産合計 444 

繰延税金負債   

特別償却準備金 △0 

繰延税金負債合計 △0 

繰延税金資産の純額 444 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に生じた差異

原因の項目別内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に生じた差異

原因の項目別内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下

であるため注記を省略しております。

法定実効税率 40.7％

（調整）   

住民税均等割 3.4 

交際費等永久に損金に算入され

ない項目
2.9
 

評価性引当額 15.9 

過年度法人税等 △5.2 

その他 0.7 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率

 

58.4
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（１株当たり情報）

項目
第56期

（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

第57期
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

１株当たり純資産額 1,464円71銭 1,420円68銭

１株当たり当期純利益 100円95銭 9円97銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 100円88銭 9円96銭

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
第56期

（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

第57期
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

１株当たり当期純利益   

当期純利益　　　　　　　（百万円） 2,715 268

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,715 268

期中平均株式数　　　　  （千株） 26,900 26,920

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

普通株式増加数　　　　  （千株） 17 2

（うち旧商法第280条ノ19の規定に基
づく新株引受権）

(17) (2)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含

めなかった潜在株式の概要

―――――― ――――――

（重要な後発事象）

第56期
（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

第57期
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

該当事項はありません。 同左
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略し

ております。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高

（百万円）

有形固定資産        

建物 4,048 810 130 4,728 1,022 266 3,705

構築物 34 2 5 31 16 2 14

機械装置 32 － － 32 24 1 8

車両運搬具 15 － － 15 9 2 6

工具器具備品 406 66 79 394 271 104 122

土地 8,788 2,263 35 11,015 － － 11,015

建設仮勘定 － 1,234 － 1,234 － － 1,234

有形固定資産計 13,326 4,376 250 17,452 1,345 377 16,107

無形固定資産        

ソフトウェア 214 5 － 219 152 35 67

電話加入権 15 － － 15 － － 15

その他 5 － － 5 5 0 0

無形固定資産計 235 5 － 241 157 36 83

 長期前払費用 12 8 0 20 8 2 11

（注）当期増加額のうち、主なものは次のとおりであります。

土地　　シルバー施設の購入　　　　　　　　　　　　　　1,044百万円
土地　　保有目的の変更による販売用不動産からの振替　　1,218百万円
上記のほか、建物311百万円及び建設仮勘定825百万円を保有目的の変更により販売用不動産等から振り替えてお
ります。

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 396 432 21 0 807

賞与引当金 53 34 53 － 34

役員退職引当金 377 28 11 － 394

（注）貸倒引当金の当期減少額（その他）は、債権の回収によるものであります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

１）現金及び預金

内訳 金額（百万円）

現金 33

預金  

当座預金 891

普通預金 5,694

別段預金 37

小計 6,623

合計 6,656

２）販売用不動産

内訳 件数 土地面積（㎡） 金額（百万円）

戸建分譲住宅 1,015 146,537.37 35,009

子会社請負工事 － － 335

中高層分譲住宅

（分譲マンション）
287 14,807.91 8,772

合計 1,302 161,345.28 44,116

（注）１．販売用不動産のブロック別内訳は次のとおりであります。

２．件数欄については、戸建分譲住宅は棟数、中高層分譲住宅（分譲マンション）は戸数を表示しております。

ブロック 件数 土地面積（㎡） 金額（百万円）

東京　城西 154 19,970.36 6,683

東京　城南 93 11,969.68 5,211

東京　城東 93 9,485.21 3,800

小計 340 41,425.25 15,695

埼玉　中央 62 5,914.20 1,921

埼玉　北東 192 39,209.70 4,730

埼玉　西 132 20,931.13 3,491

小計 386 66,055.03 10,144

神奈川　北 62 7,615.85 2,497

神奈川　南 109 13,299.40 3,510

小計 171 20,915.25 6,008

千葉 118 18,141.84 3,161

子会社請負工事 － － 335

開発本部 287 14,807.91 8,772

合計 1,302 161,345.28 44,116

（注）平成19年１月26日付の組織改正により、従来の戸建本部は事業部制からブロック制に改編されたため、当事業年度

よりブロック制に区分して表記しております。
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 ３）原材料

内訳  金額（百万円）

 留付金具等 3

合計 3

４）仕掛販売用不動産

内訳 件数 土地面積（㎡） 金額（百万円）

戸建分譲住宅 2,134 298,139.69 42,180

中高層分譲住宅

（分譲マンション）
601 55,114.89 9,567

合計 2,735 353,254.58 51,747

（注）１．仕掛販売用不動産のブロック別内訳は次のとおりであります。

２．件数欄については、戸建分譲住宅は棟数、中高層分譲住宅（分譲マンション）は戸数を表示しております。

ブロック 件数 土地面積（㎡） 金額（百万円）

東京　城西 465 55,792.71 10,586

東京　城南 225 24,922.58 7,332

東京　城東 235 21,006.94 4,142

小計 925 101,722.23 22,062

埼玉　中央 110 12,977.11 2,018

埼玉　北東 200 39,021.71 2,209

埼玉　西 207 37,662.55 1,766

小計 517 89,661.37 5,994

神奈川　北 218 25,885.27 4,967

神奈川　南 332 47,291.70 5,503

小計 550 73,176.97 10,470

千葉 139 30,491.33 3,180

開発本部 604 58,202.68 10,039

合計 2,735 353,254.58 51,747

（注）平成19年１月26日付の組織改正により、従来の戸建本部は事業部制からブロック制に改編されたため、当事業年度

よりブロック制に区分して表記しております。
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５）未成工事支出金

前期末残高（百万円） 当期支出額（百万円）
完成工事原価への振替額

（百万円）
当期末残高（百万円）

6,251 37,471 39,649 4,073

（注）未成工事支出金のブロック別内訳は次のとおりであります。

ブロック 件数 金額（百万円）

東京　城西 145 423

東京　城南 40 180

東京　城東 112 568

小計 297 1,172

埼玉　中央 54 153

埼玉　北東 43 108

埼玉　西 69 269

小計 166 531

神奈川　北 137 1,130

神奈川　南 127 805

小計 264 1,935

千葉 52 226

子会社請負工事 － 207

開発本部 600 0

合計 1,379 4,073

（注）１．平成19年１月26日付の組織改正により、従来の戸建本部は事業部制からブロック制に改編されたため、当事業

年度よりブロック制に区分して表記しております。

２．件数欄については、戸建分譲住宅は棟数、中高層分譲住宅（分譲マンション）は戸数を表示しております。

６）貯蔵品

内訳 金額（百万円）

販売促進用消耗品等 27

印紙 11

切手 0

合計 39

②　負債の部

１）支払手形

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱マデラ 277

㈱シー・エス・ランバー 219

㈱ジューテック 213

住友林業㈱開発営業部 208

㈱ナカノフドー建設　東京本店 207

その他 4,199

合計 5,325

期日別内訳
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期日別 金額（百万円）

平成20年２月 1,390

３月 1,156

４月 1,571

５月 1,207

合計 5,325

２）営業未払金

相手先 金額（百万円）

ポラテック㈱ 126

㈱マデラ 109

首都圏ナショナル設備建材㈱ 109

㈱伊藤住設 107

㈱ジューテック 85

その他 3,766

合計 4,304

３）短期借入金

相手先 金額（百万円）

㈱みずほ銀行 15,966

㈱三井住友銀行 7,967

㈱横浜銀行 5,915

農林中央金庫 4,937

中央三井信託銀行㈱ 3,044

その他 24,689

合計 62,519

４）１年内返済予定長期借入金

相手先 金額（百万円）

㈱みずほ銀行 6,550

㈱横浜銀行 2,200

㈱近畿大阪銀行 1,000

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 650

㈱常陽銀行 610

その他 2,477

合計 13,487

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ２月１日から１月３１日まで

定時株主総会 ４月中

基準日 １月３１日

株券の種類 100株券　1,000株券　10,000株券

剰余金の配当の基準日 ７月３１日　１月３１日

１単元の株式の数 １００株

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所
野村證券株式会社　　　　　　全国本支店

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所
　野村證券株式会社　　　　　　全国本支店

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

買取手数料 無料

単元未満株式の買増し  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所
野村證券株式会社　　　　　　全国本支店

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

買増手数料 無料

受付停止期間 当社基準日の12営業日前から基準日まで

株券喪失登録  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所
野村證券株式会社　　　　　　全国本支店

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

申請手数料 無料

新株券交付手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告

による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

公告掲載ＵＲＬ 

http://www.pronexus.co.jp/koukoku/8875/8875.html 

http://www.touei.co.jp 

株主に対する特典

毎年１月末日の株主名簿及び実質株主名簿に記載された１単元（100株）以

上保有の株主に対し、100株以上保有は2,000円分、500株以上保有は3,000円分、

1,000株以上保有は5,000円分のＪＣＢギフトカードを贈呈いたします。

（注）当社の単元未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式について、以下に掲げる権利以外の権利を行使する

ことができない旨定款に定めております。 

①会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

②会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

③株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

④単元未満株式の買増しを請求する権利 
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）半期報告書の訂正報告書

平成19年３月16日関東財務局長に提出

平成18年10月24日に提出した半期報告書に係る訂正報告書であります。

(2）有価証券報告書の訂正報告書

平成19年４月11日関東財務局長に提出 

平成18年４月26日に提出した有価証券報告書の添付書類の訂正に伴う訂正報告書であります。 

(3）有価証券報告書及びその添付書類 

平成19年４月25日関東財務局長に提出

事業年度（第56期）（自　平成18年２月１日　至　平成19年１月31日）

(4）臨時報告書

平成19年５月７日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく 

臨時報告書であります。 

(5）臨時報告書

平成19年８月13日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づく

臨時報告書であります。 

(6）半期報告書

平成19年10月24日関東財務局長に提出 

（第57期中）（自　平成19年２月１日　至　平成19年７月31日） 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

   平成19年４月24日

株式会社東栄住宅    

 取締役会　御中  

 新日本監査法人

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 宮入　正幸　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 井村　順子　　　印

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

東栄住宅の平成18年２月１日から平成19年１月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社東栄住宅及び連結子会社の平成19年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

   平成20年４月28日

株式会社東栄住宅    

 取締役会　御中  

 新日本監査法人

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 宮入　正幸　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 井村　順子　　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社東栄住宅の平成19年２月１日から平成20年１月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社東栄住宅及び連結子会社の平成20年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

   平成19年４月24日

株式会社東栄住宅    

 取締役会　御中  

 新日本監査法人

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 宮入　正幸　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 井村　順子　　　印

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

東栄住宅の平成18年２月１日から平成19年１月31日までの第56期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社東

栄住宅の平成19年１月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

   平成20年４月28日

株式会社東栄住宅    

 取締役会　御中  

 新日本監査法人

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 宮入　正幸　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 井村　順子　　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社東栄住宅の平成19年２月１日から平成20年１月31日までの第57期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社東

栄住宅の平成20年１月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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